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税務訴訟資料 第２７１号－１４８（順号１３６５０） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 法人税更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国（下関税務署長） 

令和３年１２月２３日棄却・確定 

判    決 

原告          株式会社Ａ 

同代表者代表取締役   甲 

同訴訟代理人弁護士   山本 洋一郎 

同           菅野 直樹  

同           徳永 慎一 

同           春日 通良  

同           松本 道弘 

同           三木 義一 

同補佐人税理士     福田 幸徳 

被告          国 

同代表者法務大臣    古川 禎久 

処分行政庁       下関税務署長 

向井 次郎 

同指定代理人      別紙１指定代理人目録記載のとおり 

主    文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 下関税務署長が平成２９年６月２０日付けでした原告の平成２６年４月１日から平成２７年

３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、所持金額０円を超える部分、納付すべ

き税額マイナス９万９１３３円を超える部分、翌期へ繰り越すべき欠損金額１億５８２０万９

２５１円を超えない部分、並びに過少申告加算税及び重加算税の賦課決定処分を取り消す。 

２ 下関税務署長が平成２９年６月２０日付けでした原告の平成２７年４月１日から平成２８年

３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、所得金額２億０９４３万９８８３円を

超える部分及び納付すべき税額４９２１万２４００円を超える部分並びに重加算税の賦課決定

処分を取り消す。 

３ 下関税務署長が平成２９年６月２０日付けでした原告の平成２７年４月１日から平成２８年

３月３１日までの課税事業年度の地方法人税の更正処分のうち、課税標準法人税額４９３４万

３０００円を超える部分、納付すべき税額２１７万１０００円を超える部分及び重加算税の賦

課決定処分を取り消す。 
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第２ 事案の概要 

本件は、原告が、平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの事業年度（以下「平

成２７年３月期」という。）及び同年４月１日から平成２８年３月３１日までの事業年度（以

下「平成２８年３月期」といい、平成２７年３月期と併せて「本件各事業年度」という。）に

おいて、Ｂ株式会社との間で、２件のマンション建築工事の請負契約を締結するために、第三

者との間でコンサルタント業務契約を締結し、同契約に基づいて情報の提供を受け、コンサル

タント業務の対価として金員を支払ったとして、同金員を対応する上記工事の完成工事原価と

して損金に算入したところ、処分行政庁はこれを否認した上、原告が隠蔽ないし仮装に基づく

過少申告をしたとして、平成２９年６月２０日頃、平成２７年３月期の法人税の更正処分、平

成２８年３月期の法人税の更正処分、平成２７年３月期の法人税更正処分に基づく過少申告加

算税及び重加算税の各賦課決定処分、平成２８年３月期の法人税更正処分に基づく重加算税の

賦課決定処分、平成２８年３月期の地方法人税の更正処分及びこれに基づく重加算税の賦課決

定処分をしたため、原告が、各処分が違法であるとして、その取消しを求める事案である。 

１ 関係法令等の定め 

（１）法人税法の定め 

法人税法２２条１項は、内国法人の各事業年度の所得の金額は、当該事業年度の益金の額

から当該事業年度の損金の額を控除した金額とする旨を定める。 

法人税法２２条２項は、内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金

の額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、資産の販売、有償又は無償による

資産の譲渡又は役務の提供、無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のもの

に係る当該事業年度の収益の額とする旨を定める。 

法人税法２２条３項柱書きは、内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度

の損金の額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、次に掲げる額とするとして、

当該事業年度の収益に係る売上原価、完成工事原価その他これらに準ずる原価の額（同項１

号）、同号に掲げるもののほか、当該事業年度の販売費、一般管理費その他の費用（償却費

以外の費用で当該事業年度終了の日までに債務の確定しないものを除く。）の額（同項２

号）、当該事業年度の損失の額で資本等取引以外の取引に係るもの（同項３号）をそれぞれ

定める。 

法人税法２２条４項（ただし、平成３０年法律第７号による改正前のもの）は、同条２項

に規定する当該事業年度の収益の額及び同条３項各号に掲げる額は、一般に公正妥当と認め

られる会計処理の基準に従って計算されるものとする旨を定める。 

（２）国税通則法の定め 

ア 国税通則法３５条２項２号（ただし、平成２８年法律第１５号による改正前のもの。以

下同じ。）は、更正通知書に記載された更正により納付すべき税額に掲げる金額（その更

正により納付すべき税額が新たにあることとなった場合には、当該納付すべき税額）又は

決定通知書に記載された納付すべき税額に相当する国税の納税者は、その国税を、その更

正通知書又は決定通知書が発せられた日の翌日から起算して１月を経過する日までに国に

納付しなければならない旨を定める。 

イ 国税通則法６５条１項（ただし、平成２８年法律第１５号による改正前のもの。以下同

じ。）は、期限内申告書が提出された場合において、修正申告書の提出又は更正があった
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ときは、当該納税者に対し、その修正申告又は更正に基づき、同法３５条２項の規定によ

り納付すべき税額に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額に相当する過少申告加算

税を課する旨を定める。 

ウ 国税通則法６８条１項（ただし、平成２８年法律第１５号による改正前のもの。以下同

じ。）は、同法６５条１項の規定に該当する場合において、納税者がその国税の課税標準

等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠

蔽し、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出していたときは、当該納税者に対し、

政令で定めるところにより、過少申告加算税の額の計算の基礎となるべき税額（その税額

の計算の基礎となるべき事実で隠蔽し、又は仮装されていないものに基づくことが明らか

であるものがあるときは、当該隠蔽し、又は仮装されていない事実に基づく税額として政

令で定めるところにより計算した金額を控除した税額）に係る過少申告加算税に代え、当

該基礎となるべき税額に１００分の３５の割合を乗じて計算した金額に相当する重加算税

を課す旨を定める。 

２ 前提事実（当事者間に争いがないか後掲各証拠及び弁論の全趣旨により認められる事実並び

に当裁判所に顕著な事実） 

（１）当事者等 

ア 原告は、昭和２５年２月●日に設立された、土木建築工事の設計施工管理及び請負業務

等を目的とする株式会社である。原告の代表取締役は、平成１４年３月１１日から平成２

６年６月１０日までは甲、同日から令和３年５月３１日までは乙、同日以降は甲が務めて

いる。 

イ 丙（以下「丙」という。）は、資格・免許等を持たずに不動産取引に関与するいわゆる

不動産ブローカーであり、平成２８年４月時点で、通算１８年程度の建築及び不動産関係

職務の従事経験を有する者である。丙は、同月当時、建築設計士、宅地建物取引士、不動

産鑑定士などの建築業及び不動産業に関連する資格を有していなかった。（乙４５） 

（２）Ｂと原告が締結した工事請負契約 

Ｂ株式会社（以下「Ｂ」という。）と原告は、Ｂを発注者、原告を請負者として、以下の

合計６つの工事請負契約（以下、各契約に係る合計６つの工事を併せて「Ｂ工事」とい

う。）を締結した。（乙４０） 

ア Ｃ新築工事（以下「Ｃ工事」という。）に係る、以下の内容の請負契約（甲４０） 

（ア）請負契約締結日 平成２２年２月９日 

（イ）工期 着手 平成２２年２月１８日 

完成 平成２３年２月２８日 

（ウ）請負代金の額          ４億５１５０万円（うち消費税額２１５０万円） 

（エ）監理者 株式会社Ｄ（以下「Ｄ」という。） 

イ Ｅ新築工事（以下「Ｅ工事」という。）に係る、以下の内容の請負契約 

（ア）請負契約締結日 平成２３年６月１４日 

（イ）工期 着手 平成２３年７月１日 

完成 平成２４年１０月３１日 

（ウ）請負代金の額          ５億０６１０万円（うち消費税額２４１０万円） 

（エ）監理者 Ｄ 
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ウ Ｆ新築工事（以下「Ｆ工事」）という。）に係る、以下の内容の請負契約 

（ア）請負契約締結日 平成２３年９月１６日 

（イ）工期 着手 平成２３年１０月１日 

完成 平成２５年２月２８日 

（ウ）請負代金の額          ６億４２６０万円（うち消費税額３０６０万円） 

（エ）監理者 Ｄ 

エ Ｇ新築工事（以下「Ｇ工事」という。）に係る、以下の内容の請負契約 

（ア）請負契約締結日 平成２４年６月１５日 

（イ）工期 着手 平成２４年６月１５日 

完成 平成２５年１２月３１日 

（ウ）請負代金の額         １３億１２５０万円（うち消費税額６２５０万円） 

（エ）監理者 Ｄ 

オ Ｈ新築工事（以下「本件Ｈ工事」という。乙１１）に係る、以下の内容の請負契約 

（ア）請負契約締結日 平成２５年３月３１日 

（イ）工期 着手 平成２５年４月１日 

完成 平成２６年１０月３１日 

（ウ）請負代金の額         １６億６４２５万円（うち消費税額７９２５万円） 

（エ）監理者 Ｄ 

カ Ⅰ新築工事（以下「本件Ⅰ工事」という。また、本工事と本件Ｈ工事とを併せて「本件

各工事」といい、本契約と本件Ｈの工事請負契約を併せて、「本件各工事契約」という。

乙１２）に係る、以下の内容の請負契約 

（ア）請負契約締結日 平成２６年５月３０日 

（イ）工期 着手 平成２６年５月２９日 

完成 平成２８年２月２８日 

（ウ）請負代金の額       ２５億８１２０万円（うち消費税額１億９１２０万円） 

（エ）監理者 Ｄ 

（３）本件Ｈ工事に関するコンサルタント業務契約書等の存在等 

ア 本件Ｈ工事につき、「株式会社Ａ取締役社長 甲」と株式会社Ｊ（以下「Ｊ」とい

う。）代表取締役丁（以下「丁」ということがある。）との間で、以下の内容・条件に基

づいて建築工事請負に関するコンサルタント業務契約を締結する旨記載された、平成２４

年１０月１日付けコンサルタント業務契約書（以下「本件Ｈコンサル契約書」という。）

が存在する。なお、本件Ｈコンサル契約書には、Ｊの住所につき、「福岡県京都郡●●」

と記載されている。（乙１３） 

（ア）業務内容 

土木建築工事の紹介・あっせん、土木建築工事に関する情報の提供、請負契約締結に

至るまでの監理及び助言・報告 

（イ）特記事項 

ａ Ｊは、原告に対して、建築工事請負契約の締結について、責任をもって行うもの

とする。 

ｂ 原告は、Ｊに対し、コンサルタント業務費として３３００万円を支払うものとす
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る。 

ｃ 建築工事取りまとめによるコンサルタント業務費は、建築工事請負契約後に支払

うものとする。 

イ 原告は、平成２５年５月１０日、額面を３３００万円とする小切手を振り出した。同小

切手は、原告名義で裏書され、同日、株式会社Ｋ銀行本店営業部に開設された原告名義の

当座預金口座から現金で出金され、「（株）Ａ様 ￥３３，０００，０００－ 但コンサ

ルタント料として平成２５年５月１０日上記正に領収いたしました」「株式会社Ｊ」と記

載された領収証（以下「本件Ｈ領収証」という。）が作成された。（乙１７） 

（４）本件Ｉ工事に関するコンサルタント業務契約書等の存在等 

ア 本件Ｉ工事につき、「株式会社Ａ取締役社長 甲」と有限会社Ｌ（以下「Ｌ」とい

う。）代表取締役戊（以下「戊」ということがある。）との間で、以下の内容・条件に基

づいて、建築工事請負に関するコンサルタント業務契約を締結する旨記載された、平成２

５年１１月２２日付けコンサルタント業務契約書（以下「本件Ｉコンサル契約書」といい、

本件Ｈコンサル契約書と併せて「本件各コンサル契約書」という。）が存在する。（乙１

４） 

（ア）業務内容 

土木建築工事の紹介・あっせん、土木建築工事に関する情報の提供、請負契約締結に

至るまでの監理及び助言・報告 

（イ）特記事項 

ａ Ｌは、原告に対して、建築工事請負契約の締結について、責任をもって行うもの

とする。 

ｂ 原告は、Ｌに対し、コンサルタント業務費として４２５０万円を支払うものとす

る。 

ｃ 建築工事取りまとめによるコンサルタント業務費は、建築工事請負契約後に支払

うものとする。 

イ 原告は、平成２６年６月１１日、額面を４２５０万円とする小切手を振り出した。同小

切手は、原告名義で裏書され、同日、株式会社Ｋ銀行本店営業部に開設された原告名義の

当座預金口座から現金で出金され、「株式会社Ａ様 金額四阡弐百五拾萬円也 但コンサ

ルタント料として￥４２５０００００－」「上記正に領収いたしました」「有限会社Ｌ」

と記載され、下部には、「Ｈ２６．６．１１」との印が押印された領収証（以下「本件Ｉ

領収証」といい、本件Ｈ領収証と併せて「本件各領収証」という。）が作成された。（乙

２０） 

（５）原告が本件各工事のコンサルタント業務費として計上した完成工事原価の経理処理の状況 

ア 原告は、本件Ｈ工事に係るコンサルタント業務費を支出したとして、平成２５年５月１

０日付けの、借方科目を「未成工事支出金」、貸方科目を「当座預金」、工事番号を「２

４０１６０」、取引先名を「Ｊ」、明細費用を「雑費」、取引金額を「３３００万円（う

ち消費税等の額１５７万１４２９円）」とする会計伝票を起票した。 

原告は、平成２７年３月期において、上記会計伝票に基づき、当該コンサルタント業務

費を未成工事支出金勘定に計上した後、本件Ｈ工事の工事請負契約の引渡しの日の属する

事業年度の末日である平成２７年３月３１日付けで、完成工事原価の雑費勘定に振り替え
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ることにより、平成２７年３月期の法人税の所得の金額の計算上、３１４２万８５７１円

（税抜金額）を損金の額に算入した。 

イ 原告は、本件Ｉ工事に係るコンサルタント業務費を支出したとして、平成２６年６月１

１日付けの、借方科目を「未成工事支出金」、貸方科目を「当座預金」、工事番号を「２

６０３５１」、取引先名を「Ｌ」、明細費目を「雑費」、取引金額を「４２５０万円（う

ち消費税等の額３１４万８１４８円）」とする会計伝票を起票した。 

原告は、平成２８年３月期において、上記会計伝票に基づき、当該コンサルタント業務

費を未成工事支出金勘定に計上した後、本件Ｉ工事の工事請負契約の引渡しの日の属する

事業年度の末日である平成２８年３月３１日付けで、完成工事原価の雑費勘定に振り替え

ることにより、平成２８年３月期の法人税の所得の金額の計算上、３９３５万１８５２円

（税抜金額。以下、アの損金算入に係る３１４２万８５７１円と併せて「本件各金員」と

いう。）を損金の額に算入した。（以下、アとイの経理処理を併せて「本件各経理処理」

という。） 

（６）原告は、平成２７年６月１日、処分行政庁に対し、平成２７年３月期の法人税の確定申告

書並びに平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの課税期間分の消費税及び地方

消費税の確定申告書を提出した（乙１、３）。 

（７）原告は、平成２８年５月３１日、処分行政庁に対し、平成２８年３月期の法人税及び平成

２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの課税事業年度（以下「本件課税事業年度」

という。）の地方法人税の確定申告書並びに平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日

までの課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書を提出した（乙２、４）。 

（８）処分行政庁は、平成２９年６月２０日頃、上記（６）及び（７）の確定申告につき、調査

の結果、本件Ｈコンサル契約書に係る業務が行われた事実及び本件Ｉコンサル契約書に係る

業務が行われた事実はいずれもなく、上記各コンサルタント業務費として計上された雑費は、

いずれも架空の雑費であり、本件各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入するこ

とはできず、原告が隠蔽ないし仮装に基づく過少申告をしたとして、以下の各処分をした。 

ア 更正処分 

（ア）別表１－１の平成２７年３月期「更正処分等」欄記載の法人税更正処分（乙５。以下

「平成２７年３月期法人税更正処分」という。） 

（イ）別表１－１の平成２８年３月期「更正処分等」欄記載の法人税更正処分（乙６。以下

「平成２８年３月期法人税更正処分」といい、平成２７年３月期法人税更正処分と併せ

て「本件法人税各更正処分」という。） 

（ウ）別表１－２の「更正処分等」欄記載の平成２８年３月課税事業年度の地方法人税更正

処分（乙７。以下「本件地方法人税更正処分」という。） 

イ 賦課決定処分 

（ア）別表１－１の「更正処分等」欄記載の平成２７年３月期法人税更正処分及び平成２８

年３月期法人税更正処分に基づく重加算税の各賦課決定処分（乙５、６。以下、それぞ

れ「平成２７年３月期法人税の重加算税賦課決定処分」、「平成２８年３月期法人税の

重加算税賦課決定処分」といい、これらを併せて「本件法人税の重加算税各賦課決定処

分」という。） 

（イ）別表１－１の「更正処分等」欄記載の平成２７年３月期法人税更正処分に基づく過少
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申告加算税の賦課決定処分（乙５。以下「本件法人税の過少申告加算税賦課決定処分」

といい、本件法人税の重加算税各賦課決定処分と併せて「本件法人税の各賦課決定処

分」という。） 

（ウ）別表１－２の「更正処分等」欄記載の本件地方法人税更正処分に基づく重加算税賦課

決定処分（乙７。以下「本件地方法人税の重加算税賦課決定処分」といい、本件法人税

各更正処分、本件法人税の各賦課決定処分及び本件地方法人税更正処分と併せて「本件

各処分」という。） 

（９）処分行政庁は、平成２９年６月２０日頃、本件各金員については、当該課税期間の課税仕

入れに係る支払対価の額に含めて控除対象仕入額の計算を行うことはできないとして、本件

各課税期間の消費税等の各更正処分を行うとともに、これらに基づく重加算税の各賦課決定

処分をした（乙８、９）。 

（10）原告は、平成２９年９月１６日、本件各処分及び（９）の消費税等の前記各更正処分等

の全部の取消しを求めて、国税不服審判所長に対して審査請求をしたところ、平成３０年９

月１０日付けで、上記審査請求をいずれも棄却する旨の裁決を受けた（甲１）。 

（11）原告は、平成３１年３月１２日、本件訴訟を提起した（当裁判所に顕著な事実）。 

（12）別件訴訟について 

ア 原告は、Ｅ工事、Ｆ工事及びＧ工事（以下、これらを併せて、「Ｅ工事等」という。）

について、それぞれの工事の受注に関するコンサルタント契約を締結し、コンサルタント

業務費をそれぞれ支出したとして、当該各金員をＥ工事等に係る工事原価として経理処理

し、平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの事業年度（以下「平成２５年３

月期」という。）及び同年４月１日から平成２６年３月３１日までの事業年度（以下「平

成２６年３月期」という。）の法人税の所得の金額の計算上、それぞれ損金の額に算入し

た。 

イ 処分行政庁は、平成２７年５月２７日付けで、Ｅ工事等に関する各コンサルタント契約

が、いずれも実体のない架空の契約であり、これらに基づく工事原価も実際には発生して

いない架空の費用であるとして、平成２５年３月期及び平成２６年３月期の法人税の所得

の金額の計算上、損金の額に算入することはできないとして、法人税及び復興特別法人税

の各更正処分、原告の平成２５年３月期以降の青色申告承認の取消処分並びに法人税及び

復興特別法人税に係る重加算税賦課決定処分をした。 

ウ 原告は、平成２９年４月１９日付けで、広島地方裁判所に、上記イの各更正処分等の取

消しを求める訴え（以下「別件訴訟」という。）を提起した。広島地方裁判所は、令和２

年３月１８日、原告の請求をいずれも棄却する旨の判決をした。原告が同判決に対し控訴

を提起したところ、広島高等裁判所は、令和２年１２月１６日、原告の控訴を棄却する旨

の判決をした。（甲１５、乙４７） 

３ 争点 

（１）本件各事業年度の法人税の所得の金額の計算において、本件各金員を損金の額に算入する

ことの可否 

（２）本件各金員を損金算入したことによる過少申告に係る、国税通則法６８条１項に規定する

事実の「仮装」該当性 

４ 争点に対する当事者の主張 
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（１）争点（１）（本件各事業年度の法人税の所得の金額の計算において、本件各金員を損金の

額に算入することの可否）について 

（被告の主張） 

被告の主張は、（１）及び（２）で記載したほか、別紙２課税処分の根拠に記載のとおり

である。 

ア 主張立証責任について 

所得を構成する損金の額については、本来、処分行政庁が立証責任を負う。しかし、納

税者が業務に関連して費用を支出したとして損金の額に算入したことに関し、処分行政庁

は、損金の存否に関連する事実に直接関与していないのに対し、費用を支出したとする者

は、処分行政庁よりも、より証拠に近い立場にある。そして、一般に、不存在の立証は困

難であることなどからすれば、更正時に存在し、又は提出された資料等を基に判断して、

当該支出を損金の額に算入することができないことが事実上推認できる場合には、費用等

の支出を主張する側において、上記推認を破る程度の具体的な反証、すなわち、当該支出

と業務との関連性を合理的に推認させるに足りる具体的な立証を行わない限り、当該支出

の損金の額への算入は否定される。 

特に、青色申告の納税義務者が帳簿書類の記載とは異なる必要経費（以下「簿外経費」

ということがある。）が損金の額に算入されると主張する場合には、納税義務者が当該具

体的事実を熟知している上、帳簿を備え付けて取引を具体的に記録することが義務付けら

れていることなどに照らし、必要経費として支出した金額、支払年月日、支払先及び支払

内容等に加え、業務との関連性についても具体的に主張立証しない限り、当該必要経費は

事実上存在しないものと推定される。 

イ 本件各金員の簿外債務該当性 

本件Ｈコンサル契約書記載の契約の一方当事者とされるＪは、登記情報提供サービス上、

その情報が記録されていない、商業・法人登記のない実在しない法人であるから、契約の

一方当事者とはなり得ない。そして、Ｊの代表取締役丁及びⅬの代表取締役戊のいずれも、

本件各コンサル契約書に記載された業務を行った事実はなく、本件各領収証に記載された

コンサルタント料を受け取ったこともないことを認めている。 

以上の本件各コンサル契約書及び本件各領収証の体裁に加え、丁及び戊の上記供述内容

を併せ考慮すれば、本件各コンサル契約書及び本件各領収証は、原告と丙との間の契約の

存在を裏付けるものではなく、いずれも架空のものであり、本件各コンサル契約書に記載

されている契約自体も架空のものであることからすれば、本件各金員が丙から本件各工事

に係るコンサルタント契約に基づく役務の提供を受けた対価である旨の原告の主張は、帳

簿書類の記載と異なる経費の主張、すなわち簿外経費の存在の主張に該当する。したがっ

て、原告において、必要経費として支出した金額、支払年月日、支払先、支払内容等の事

実につき、具体的に特定して主張立証をし、業務との関連性についても主張立証しない限

り、業務との関連性が否定され、当該必要経費は事実上存在しないものと推定される。 

ウ 原告による本件各金員と業務との関連性に関する立証不十分 

（ア）Ｂ工事に係る基本合意の不成立 

原告は、平成２１年１０月頃、丙との間で、Ｂの工事に関し、丙から役務の提供を受

けることにより原告が受注できた場合には、工事請負代金の２．５ないし３％のコンサ
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ルタント料を支払う等の内容の基本合意を締結したと主張するが、同基本合意は立証さ

れていない。 

（イ）本件各コンサル契約書及び本件各領収証と丙との関連性皆無 

本件各コンサル契約書及び本件各領収証のいずれにも、その契約又は金員の授受の相

手方が丙であることを示す記載は存在しない。原告が作成した帳簿書類上には、本件各

金員が丙に対するものであることを示すような記載は一切なく、その他、原告が主張す

るような役務提供の事実を裏付ける資料も見当たらない。 

原告は、民法１１７条１項の法意に照らし、原告と丙との間で本件各コンサル契約書

に記載された内容と同一内容の契約が口頭で締結されているとみるべきである旨主張す

るが、原告と丙との間で現実に上記内容に即した意思表示の合致があったことは、本件

において立証されていない。 

（ウ）丙の役務の提供を裏付ける書面等の不存在 

原告の主張を前提とすれば、丙は、本件各コンサル契約書に記載された業務内容とし

て、土木建築工事に関する情報の提供及び請負契約締結に至るまでの監理及び助言・報

告をする役務を負うところ、丙が実際に同役務を原告に対して提供したのであれば、本

件各工事の規模や内容のほか、実際に原告が本件各工事を受注するまでに相当の期間を

要していることも考慮すると、丙が提供した役務の内容や記録が、原告及び丙において

書面あるいは電磁的記録等として保存されていてしかるべきであるにもかかわらず、全

く見当たらない。 

（エ）丙から本件各役務の提供を受ける必要性の欠如 

原告が丙から入手していたと主張する価格調整の情報は、具体的な金額を伴わないも

のであり、原告とＤとの間の１円単位の緻密な計算に基づく価格交渉からすると、丙か

ら本件各コンサル契約書記載のコンサルタント業務契約に基づく役務の提供を受ける必

要はなかったのであって、それにもかかわらず、丙に高額な対価を支払ってまで、同役

務の提供を受けたというのは不自然かつ不合理である。 

（オ）丙の原告による本件各工事の受注への関与不存在 

本件各工事は、請負業者の選定段階において、指名競争入札の方法によることなく、

原告のみとＤとの間で工事単価の確認を経て価格交渉が行われたいわゆる特命工事であ

り、原告が請負工事を受注するに当たって丙その他のコンサルタント業者による関与な

いし助力はなかった。その価格交渉の過程においても、Ｄが仕様変更やＢの工事予算額

などの具体的な減額案を原告に提示するなどして、減額交渉を繰り返し、最終的にＢの

工事予算額を下回る見積金額が提出されて原告を本件各工事の請負業者として決定した

ものであり、丙の関与はうかがわれない。 

（カ）原告の丙に対する本件各金員の支出なし 

原告が本件各金員の支出に関して振り出した小切手は、ＪやⅬではなく、いずれも原

告名義で裏書され、原告名義の当座預金口座から現金で出金されたという事実を示すに

とどまり、上記現金が丙に支払われたという事実を裏付けるものではない。また、本件

各領収証には、丙の名前の記載は一切ないことからも、小切手や領収証といった客観証

拠から、原告が丙に対して本件各金員についての支出を行ったとする事実は認められな

い。 
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（原告の主張） 

ア 本件各工事に係るコンサルタント業務契約の相手方について 

原告は、本件各工事に係るコンサルタント業務契約の相手方は丙であると主張するもの

であり、Ｊ又はⅬであると主張するものではない。 

すなわち、原告は、本件各コンサル契約書及び本件各領収証を受領した当時においては、

これらの書面は、記載の相手方であるＪ及びＬが作成し、丙は両社の代理人であると認識

していた。原告は、その後に実施された税務調査において、ＪやＬがコンサルタント業務

契約の締結やコンサルタント業務の対価を収受したことを否定していることを聞いたにす

ぎない。このように、原告は、丙が無権代理人であったということを知らずに本件各コン

サル契約書を作成し、その内容に従って本件各金員に関する支出を実行して本件各領収証

を受け取ったものであり、本件各コンサル契約書の作成当時は丙が作成名義人である両社

の代理人であると信じていた。仮に丙がその代理権を証明することが困難であるとすれば、

上記各コンサルタント業務契約の履行すべき債務が全て履行され、原告も、丙の履行を容

認し、丙に対して無権代理を理由に支払済みの金員の返還を求めていない以上、民法１１

７条１項の法意に照らし、原告と丙との間で本件各コンサル契約書に記載された内容と同

一の内容の各契約が口頭で締結されたとみるべきである。 

本件各コンサル契約書記載のコンサルタント業務を実行しその対価を受け取った者が、

契約書及び領収証の名義人ではないとしても、本件各コンサル契約書記載のコンサルタン

ト業務契約の対象となった建築工事、同契約の業務内容・料金の算定形式、その支払の時

期等の全てを共通としていること、現実の役務の提供者、現実の契約書・領収証の授受者

が全て丙であることなどの全ての取引内容が共通しているのであるから、取引の相手方が

ＪやＬであろうと、丙だろうと、いずれにせよ原告の仕入原価として損金に該当する。 

課税庁は、納税者の主張する損金が不存在であることの主張立証責任を負っているので、

原告の主張する、原告が丙からコンサルタント業務の役務の提供を受けたこと、原告が丙

に対してその役務提供の対価として本件各金員の支払をしたことについて、その不存在を

主張立証しなければならない。 

イ 丙による役務の提供及びその対価としての丙に対する本件各金員の支払について 

（ア）Ｂ工事について共通の基本的合意の成立 

甲と丙は、平成２１年１０月頃、原告が指名業者に参入できるように努め、工事を受

注できるように努めること、コンサルタント料金の支払は工事を受注できた後の完全成

功報酬とすること、コンサルタント料金の額は、工事請負代金の２．５ないし３％とし、

各工事ごとに確定させること、各工事ごとにコンサルタント契約書を作ること、各工事

ごとにコンサルタント料金の領収証を作ることという内容のコンサルタント業務につい

ての基本合意（以下、この原告主張に係る基本合意を「本件基本合意」という。）をし

た。 

（イ）Ｂ側から丙への非公式情報の伝達ルートの成立 

ＢはＭ会長が一代で創立した企業で同会長がその最高実力者であるところ、Ｂ側の誰

かから同社のＭ会長の実弟のＮへ、同人から丙へ、丙から甲へという経路の情報伝達ル

ートが存在しており、丙は、これに基づいて、原告の代表取締役であった甲に情報を伝

達していた。 
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（ウ）甲から丙に対する本件各金員の交付 

現実に金銭の授受に携わった甲及び丙の供述、原告が払い出した銀行小切手等に加え、

丙以外の第三者が本件各金員を取得したこともうかがわれないことからすると、本件各

金員が甲から丙へ交付されているという事実を十分推認できる。 

（エ）丙に対する役務提供の対価としての本件各金員の交付（薄外経費及び使途不明金の否

定） 

Ｂ工事に係る６件の請負契約に先立って本件基本合意が成立していること、６件とも、

成功報酬金額の工事請負代金額に対する具体的な割合は、同基本合意の３％の範囲内で、

各工事ごとにその都度決めていくことになっており、具体的には、各工事ごとの個別の

コンサルタント契約の契約書にその割合又は金額が記載され、上記の基本合意及び各コ

ンサルタント契約により成功報酬額が確定し、その金額と同額の現金が原告で用意され

丙に交付されていること、その支払時期が、上記基本合意及び各コンサルタント契約の

契約書において、原告が各請負契約を締結できた後と約定され、現に各請負契約締結日

からおおむね１か月以内に支払われていること、その現金を現実に授受し、各領収証及

び各コンサルタント業務契約書を現実に授受したのは、いずれも同業務契約書記載の相

手方の代理人と称していた丙であること、Ｂ及びＤから原告の営業担当者に対して設計

変更や仕様変更の指示はあったものの、それによる具体的な減額金額は提示されないと

ころ、丙から原告に対して工事請負に係る様々の情報が提供されていたこと、原告の他

の役員・親族・子会社等の手元にプールされた形跡すら見当たらず、基本合意と無関係

な第三者に渡ったとの形跡も見当たらないことからすると、本件各金員が、薄外債務や

使途不明金ではなく、役務提供の対価であるという事実を十分推認することができる。 

（２）争点（２）（本件各金員を損金算入したことによる過少申告に係る、国税通則法６８条１

項に規定する事実の「仮装」該当性）について 

（被告の主張） 

ア 国税通則法６８条１項に規定する事実の仮装とは、架空仕入れ、架空契約書の作成・他

人名義の利用等、存在しない課税要件事実が存在するように見せかけることをいう。 

イ 原告は、本件各コンサル契約書及び本件各領収証の作成名義人であるＪ及びＬから役務

の提供を受けた事実はなく、また、原告が、丙から役務の提供を受けたこともない。原告

は、本件各工事の受注に当たって、Ｊ及びＬはもとより、代理人と認識していた旨主張す

る丙からもコンサルタント業務契約に基づく役務提供を受けていないのであるから、原告

が、本件各コンサル契約書及び本件各領収証が架空のものであると認識していたことは明

らかである。 

それにもかかわらず、原告は、Ｊ及びＬを相手方とする架空の本件各コンサル契約書及

び本件各領収証を入手して、あたかも、Ｊ及びＬから役務の提供を受け、それに対する対

価をＪ及びＬに支払ったかのように装い、これらを基に、Ｊ及びＬに対して本件各金員に

関する支出を行ったとして事実と異なる経理処理を行った。 

原告の上記行為は、国税通則法６８条１項に規定する事実の「仮装」に該当し、その仮

装行為を原因として過少申告を行ったといえるから、同項に規定する重加算税を賦課した

本件法人税の重加算税各賦課決定処分及び本件地方法人税の重加算税賦課決定処分はいず

れも適法である。 



12 

（原告の主張） 

重加算税を課するためには、単に真実の所得金額よりも少ない所得を記載した確定申告書

であることを認識しながらこれを提出したことでは足りず、当初から所得を過少に申告する

ことを意図し、その意図を外部からもうかがい得る特段の行動をした上、その意思に基づく

過少申告をした場合、又は隠蔽しようという確定的な意図の下にあるいは故意に隠蔽又は仮

装したという課税要件を要し、その立証責任は課税庁にある。 

本件では、原告は、本件各コンサル契約書及び本件各領収証それ自体の作成を自ら行った

者ではない。また、原告は、丙が作成名義人であるＪ及びＬの代理人であると認識していた

ものであり、虚偽であると認識しながら、故意に両社にコンサルタント料を支払ったかのよ

うに仮装したものでもないから、上記課税要件を欠くものである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

前提事実、後掲各証拠（証拠番号に枝番を含む場合、特に枝番を掲記しないときは、全ての

枝番を含む。なお、甲及び丙ら関係者の供述を含む証拠、のうち採用できない部分を除く。）

及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

（１）Ｂの建築業者に対するマンション建築工事の発注過程 

ア Ｂは、北九州市に本店を置き、タクシー事業や不動産事業を中心に事業を展開する東京

証券取引所一部上場の株式会社であり、同社の北九州支店の不動産・分譲事業部では、北

九州市を中心に分譲マンションの用地を取得してマンションを建築し、分譲販売する事業

を行っている。平成２１年１０月当時の同社の会長はＭであり、また、本件各工事の当時、

同事業を統括していたのは、Ｂの取締役副社長であるＯであり、北九州支店におけるマン

ション事業の実務を担当していたのは、工務企画課長であるＰであった。Ｂが分譲販売す

るマンションは、冒頭に「●●」という名称が付されている。（甲９、２２ないし２４、

２９、乙３２、３３） 

イ 本件各工事の当時、Ｂは、マンション建築を計画した場合、予定地として複数の候補を

検討した上、当該マンション建築工事の際に設計、施工監理業者となるＤに打診し、Ｄは、

Ｂと共に候補地の現地確認を行い、建築するマンションの戸数等から収支計画を立案し、

資料を作成してＢに提出する扱いであった。Ｂは、これらを精査の上、マンション建築予

定地を決定して購入していた。 

Ｄは、その後約１か月にわたり、Ｂとの間で建築するマンションの設計等について協議

を行いつつ、設計作業を進め、マンション建築予定地の購入後約２か月以内に設計図面を

完成させ、Ｂは、Ｄ作成の設計図面を検討し、売値、マンション建築に要する原価及び土

地の購入原価等から利益の試算を行い、工事予算額等を決定していた。Ｂ及びＤにおいて、

工事予算額は、社外秘とされ、みだりに第三者に開示されることはない情報として取り扱

われていた。 

（甲２１、２３、２４、乙３４、３９、４６） 

ウ Ｂは、本件各工事の当時、マンション建築工事の受注業者の決定を、指名競争入札の方

法で行っていた。ＢとＤは、Ｂからのマンション建築工事の受注歴がある建築業者に対し

て現場説明会の参加を募り、これに応じた建築業者を入札業者として指名していた（以下、

現場説明会に参加することとなった建築業者を「指名入札業者」という。）。その際、Ｄ
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は、指名入札業者に対して、現場説明会の開催日時や場所のほか、マンション建築予定地、

階数、戸数及び工期等の工事概要を伝えた。同工事概要は、マンション建築予定地に設置

された看板にも記載され、また、建築確認申請の内容が建築関係の新聞等に掲載されるな

ど、周知の情報であり、実際、Ｂと取引のない建築業者がこれらの情報を取得して営業を

かけ、入札に参加することもあった。また、Ｄは、現場説明会に参加していない建築業者

からの問合せに応じ、工事概要を伝えたことや資料を交付したこともあった。このように、

Ｄは、施工監理業者の立場ではあるが、Ｂに代わり、指名入札業者を含む建築業者への連

絡、現場説明等も相当程度担当していた。（甲２１、２３、２４、２８、乙３４、３９、

４０、４６） 

エ Ｄは、本件各工事の当時、現場説明会において、指名入札業者に対し、現場説明事項書

や図面等の資料を配布して工事概要を説明し、種々の工事条件等を示した上で、見積書の

提出を依頼していた（甲２１、２８、乙４０）。 

オ Ｄは、指名入札業者から見積書が提出された後、設計ないし仕様を変更する項目を選定

し、それらによってどの程度、建築工事費用を減額できるかを試算した上で、Ｂとの協議

に基づき、設計ないし仕様の変更計画を決定していた。Ｂが定めた工事予算額は相当低廉

に抑えられており、指名入札業者による初回の見積額が当該金額を下回った例は、ほとん

どなかった。 

その後、Ｄは、指名入札業者の中で初回の見積額が低額であった１社ないし数社に対し、

上記の変更計画を示して再度の見積書提出を依頼するとともに、その際に併せて前記イの

工事予算額を伝えていた。なお、それまでの間は、社外秘として扱われている工事予算額

は、指名入札業者を含む第三者に開示されることはなかった。 

Ｄは、設計、施工管理の業務のほか、建築業者との上記価格交渉もＢに代わって担当し

ていた。 

（甲２１、２３、２４、２８、乙３３、３４、３９、４０） 

カ 指名入札業者から再度の見積書が提出された後、見積額が前記イの工事予算額以下であ

れば、当該建築業者に対して発注がされていたが、見積額が工事予算額を上回る場合は、

Ｄと当該建築業者との間で、約１週間をかけて、Ｄから更なる設計ないし仕様の変更を重

ねつつ具体的な費用削減案を提示するなどして、減額交渉を行っていた。そうした減額交

渉は、１社との間でのみ行われることもあったが、複数の建築業者との間でされたことも

あった。 

発注業者の選定に当たっては、見積金額が低廉であることが唯一の条件とされており、

関係者からの紹介の有無等が選定内容に直接の影響を与えることはなかった。 

（甲２１、２３、２４、２８、乙３３、３４、３９、４０） 

（２）原告がＢの指名入札業者となった経緯等 

ア 甲は、平成２１年１０月頃、建築工事関係のブローカーとして活動していた丙から、Ｂ

発注のマンション建築工事について、原告に受注の意向があれば、自身において紹介ない

しあっせん等をすることができる旨持ち掛けられた。原告は、その頃まで、Ｂからマンシ

ョン建築工事を受注したことがなく、甲は、丙に対し、それまで自己が面識を有していな

かったＢの代表取締役会長Ｍとの面会を取り持つよう依頼した。その後、原告は、Ｍと面

会し、Ｂの指名入札業者となった。また、Ｂが発注する新築マンション工事を受注する建
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築業者４、５社から構成される「●●会」という集まりがあり、原告は、Ｃ工事の時点で

は、●●会の構成員となっていた。 

（甲７、９、２１、２２、４６、４７、乙４４、４５） 

イ 丙は、会長のＭの実弟であるＮと面識があった。丙がＢに出入りしていたことは、Ｂの

Ｏ及びＰも知っており、Ｄの代表者であるＱも丙と面識があった。Ｑは、原告がＢの指名

入札業者となったのは丙の紹介によるものであり、丙がＮに働き掛けを行ったと聞いてい

た。 

（甲７、９、２８、２９、４６、４７、乙３２、３３、４４） 

（３）原告がＢから最初のマンション工事であるＣ工事を受注した経緯 

ア 原告は、行橋市内のマンション建築工事の指名入札業者として、現場説明会に参加して

見積書を提出し、Ｄとの間で再度の見積書を提出するなどして折衝を繰り返した。原告は、

平成２２年２月９日、Ｂとの間で、Ｃ工事について、請負代金４億５１５０万円（税込金

額）、同月１８日着工、平成２３年２月２８日完成の約定で、工事請負契約を締結した。 

イ 甲は、平成２２年３月２日、自身があらかじめ決裁した支払依頼書に基づいて発行され

た小切手により、株式会社Ｋ銀行本店営業部に開設された原告名義の当座預金口座から１

２９０万円の支払を受けた。甲は、同日頃、丙から、有限会社Ｒ（代表取締役Ｓ）作成の

原告宛ての、領収額を１２９０万円とする領収証（甲４１）を入手した。 

また、甲は、その頃、丙から、平成２１年１１月１０日付けのＣ工事に係るコンサルタ

ント業務契約書（甲４８の１）１部を入手した。同契約書は、有限会社Ｒ（代表取締役

Ｓ）を受託者とするものであり、原告がコンサルタント業務費として請負代金額の３％を

支払うこと、同金員の弁済期を原告の受注に係る工事請負契約の締結後とすることのほか、

原告が建築工事請負に関する取りまとめ業務費として１２９０万円を支払うこと、同金員

の弁済期をコンサルタント業務契約時とすることが記載されていた。 

有限会社Ｒの代表取締役であるＳは、上記領収証やコンサルタント業務契約書の作成に

全く関与していなかった。 

（甲７、９、２２、３９ないし４２、４６、４８、乙３４、４２、４５、４９） 

（４）原告のＥ工事の受注 

ア 原告は、Ｅ工事の指名入札業者として、平成２２年１月２８日に行われた現場説明会に

参加し、平成２３年５月２４日、見積額を６億７２１５万７５００円（税込金額）とする

見積書を提出した。その後、原告は、提示する見積額を順次減額するなどしてＤとの間で

折衝を繰り返した上、同年６月６日、見積額を５億０６１０万円（税込金額）とする見積

書を提出し、同月１４日、請負代金を同金額として、ＢからＥ工事を受注した。 

イ 甲は、平成２３年６月２０日、自身があらかじめ決裁した支払依頼書に基づき発行され

た小切手により、原告名義の前記当座預金口座から１２０５万円の支払を受けた。同支払

依頼書には、甲の指示により、支払先を有限会社Ｔとする記載がされ、同支払依頼書に基

づいて作成された上記小切手の控えの「渡先」欄にも、有限会社Ｔとの記載がされた。 

甲は、同日頃、丙から、原告宛ての、領収額を１２０５万円とする領収証（乙３５）を

入手した。同領収証は、Ｊを作成者とするものであり、同社の記名印が押捺されていたが、

同記名印の横には別会社である株式会社Ｕ（以下「Ｕ」という。）の角印が押捺されてい

た。 
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また、甲は、その頃、丙から、同年４月１１日付けのＥ工事に係るコンサルタント業務

契約書（甲３６）１部を入手した。同契約書も、Ｊ（代表取締役丁）を作成者とするもの

であったが、同社の記名印の横には別会社（Ｕ）の角印が押捺され、代表取締役の氏名の

横に押捺された丸印（代表者印）は、Ｊ名義でもＵ名義でもない判読不明の別会社のもの

であった。 

（甲７、９、２２、３６、３９、４２、４４、４６、４９、乙３５、４０、４５、４６） 

（５）原告のＦ工事の受注 

ア 原告は、Ｆ工事の指名入札業者として、平成２３年７月２９日に行われた現場説明会に

参加し、同年８月１９日、見積額を８億１３００万円（税抜価格）とする見積書を提出し

た。その後、原告は、提示する見積額を順次減額するなどしてＤとの間で折衝を繰り返し

た上、同年９月６日、見積額を６億１２００万円（税抜価格）とする見積書を提出し、同

月１６日、請負代金を前記の最終見積額（消費税を加えた６億４２６０万円）として、Ｂ

からＦ工事を受注した。 

イ 甲は、平成２３年９月３０日、自身があらかじめ決裁した支払依頼書に基づき発行され

た小切手により、原告名義の前記当座預金口座から１５３０万円の支払を受けた。甲は、

同日頃、丙から、１５３０万円を領収額とする、原告宛ての領収証（乙３５）を入手した。

同領収証は、Ｅ工事に係る領収証と同様に、作成者はＪでありながら、同社の記名印の横

には別会社であるＵの角印が押捺されていた。 

また、甲は、その頃、丙から、同年６月３０日付けのＦ工事に係るコンサルタント業務

契約書（甲３７）１部を入手した。同契約書はＪ（代表取締役丁）を作成者とするもので

あるが、同社欄に押捺された角印はＵのものであり、丸印は同社とも異なる別会社のもの

であった。 

（甲７、９、２２、３７、３９、４２、４４、４６、５０、乙３５、４５） 

（６）原告のＧ工事の受注 

ア 原告は、Ｇ工事の指名入札業者として、平成２４年５月７日に行われた現場説明会に参

加し、同月２２日、見積額を１６億１１２０万円（税抜価格）とする見積書を提出した。

その後、原告は、提示する見積額を順次減額するなどしてＤとの間で折衝を繰り返した上、

同年６月７日、見積額を１２億５０００万円（税抜価格）とする見積書を提出し、同月１

５日、請負代金を前記の最終見積額（消費税を加えた１３億１２５０万円）として、Ｂか

らＧ工事を受注した。 

イ 甲は、平成２４年６月２９日、自身があらかじめ決裁した支払依頼書に基づき発行され

た小切手により、原告名義の前記当座預金口座から１３００万円の支払を受けた。甲は、

同日頃、丙から、原告宛ての領収証（乙３５）を入手した。同領収証は、領収額を３０５

０万円とするものであり、Ｅ工事及びＦ工事に係る各領収証と同様に、Ｊ（代表取締役

丁）を作成者としていたが、同社の記名印の横には別会社であるＵの角印が押捺されてい

た。甲は、平成２４年７月１０日、自身があらかじめ決裁した支払依頼書に基づき発行さ

れた小切手により、原告名義の前記当座預金口座から１７５０万円の支払を受けた。 

また、甲は、その頃、丙から、平成２４年３日３０日付けのＧ工事に係るコンサルタン

ト業務契約書（甲３８）１部を入手した。同契約書はＪ（代表取締役丁）を作成者とする

ものであるが、同社欄に押捺された角印がＵのものであり、丸印が同社とも異なる別会社
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のものであったことは、Ｅ工事及びＦ工事に係るコンサルタント業務契約書と同様であっ

た。 

（甲７、９、２２、３８、３９、４２、４４、４６、５１、乙４５） 

（７）原告の本件Ｈ工事の受注 

ア Ｂは、原告以外の建築業者に対し、本件Ｈ工事について見積書の提出を打診したが、こ

れに応じた建築業者はなかったことから、Ⅾにおいて、原告に対し、Ｃ工事やＧ工事と同

様の工事単価での受注が可能か否か打診し、原告から可能との回答を得た。 

原告は、本件Ｈ工事の指名入札業者として、平成２５年１月２１日頃、前記工事の現場

説明会に参加し、同年２月１６日、見積額を１８億５３９８万４０００円（税抜価格）と

する見積書を提出した。その後、原告は、同月２１日に見積額を１８億３３２８万４００

０円（税抜価格）とする見積書を作成したものの、これを提出することはせず、同月２２

日に見積額を１５億７９７０万円（税抜価格）とする見積書を提出し、同年３月２７日、

見積額を１５億８５００万円（税抜金額）とする見積書を提出するなどしてＤとの間で折

衝を繰り返した上、同月３１日、Ｂとの間で、工事名「Ｈ新築工事」について、請負代金

１６億６４２５万円（税込価格）、同年４月１日着工、平成２６年１０月３１日完成の約

定で、請負契約を締結した。 

イ 甲は、平成２５年５月１０日、自身があらかじめ決裁した支払依頼書に基づき発行され

た小切手により、原告名義の前記当座預金口座から３３００万円の支払を受けた。 

甲は、同日頃、丙から、原告宛ての領収額を３３００万円とする同日付けの本件Ｈ領収

証（乙１７）を入手した。同領収証は、Ｅ工事等のコンサルタント契約に係る各領収証と

同様に、Ｊを作成者とするものであったが、同社の記名印の横には別会社であるＵの角印

が押捺されていた。 

また、甲は、その頃、丙から、平成２４年１０月１日付けの本件Ｈコンサル契約書（乙

１３）１部を入手した。同契約書はＪ（代表取締役丁）を作成者とするものであるが、同

社欄に押捺された角印が別会社であるＵのものであったことは、Ｅ工事、Ｆ工事及びＧ工

事の各コンサルタント業務契約書と同様であった。 

（甲４、７ないし１０、２２、乙１１、１３、１５ないし１７、２４、２５、３４、３９、

４６） 

（８）原告の本件Ｉ工事の受注 

ア Ｂは、平成２５年１０月ないし１１月頃、原告以外の建築業者に対し、本件Ｉ工事につ

いて現場説明会への参加を依頼したが、本件Ｈ工事の際と同様に、これに応じた建築業者

はなく、一方で、原告において、本件Ｈ工事と同一の工事単価で受注する意向を示したた

め、Ｄは、原告に対してのみ同工事の現場説明会への参加を依頼した。 

原告は、本件Ｉ工事の指名入札業者として、平成２６年２月１５日、同工事の現場説明

会に参加し、同年３月１９日、見積額を２５億６４４０万円（税抜価格）とする見積書を

提出した。その後、原告は、同年４月１日に見積額を２４億２１５０万円（税抜価格）と

する見積書を提出し、同年５月２０日に見積額を２３億９０００万円（税抜価格）とする

見積書を提出するなどしてＤとの間で折衝を繰り返した上、同月３０日、Ｂとの間で、工

事名「Ｉ新築工事」について、請負代金２５億８１２０万円（税込価格）、同月２９日着

工、平成２８年２月２８日完成の約定で、請負契約を締結した。 
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イ 甲は、平成２６年６月１１日、自身があらかじめ決裁した支払依頼書に基づき発行され

た小切手により、原告名義の前記当座預金口座から４２５０万円の支払を受けた。甲は、

同日頃、丙から、領収額を４２５０万円とする原告宛ての同日付け本件Ｉ領収証（乙２

０）を入手した。同領収証は、Ｌ（代表取締役戊）を作成者とするものであった。 

また、甲は、その頃、丙から、平成２５年１１月２２日付けの本件Ｉコンサル契約書

（乙１４）１部を入手した。同契約書も、Ｌ（代表取締役戊）を作成者とするものであっ

た。 

（甲４、７ないし１０、乙１２、１４、１８ないし２０、２６、２７、３４、３９、４６） 

（９）Ｊ等について 

Ｅ工事、Ｆ工事、Ｇ工事及び本件Ｈ工事の各契約書、並びにこれらの各工事に係るコンサ

ルタント契約に係る領収証には、一方当事者として、所在地が「福岡県京都郡●●」、商号

又は名称が「株式会社Ｊ」と記載されていたが、上記各契約書及び領収証が作成された平成

２２年２月から平成２５年５月までの時点において、「株式会社Ｊ」は、法人登記がされて

いなかった。 

所在地をほぼ同じくし、取締役に丁が就任している「Ｖ株式会社」は、現在法人登記がさ

れているものの、同社は、平成２６年３月●日に、有限会社Ｗから商号変更された会社であ

る。 

丁は、平成２７年４月９日、下関税務署財務事務官に対し、ＸやＹ（以下「Ｙ」とい

う。）にＪ名義で原告宛ての領収証を作成するように頼まれ、作成したことがあること、各

契約書及び本件各領収証の印影であるＵの角印も所持し、第三者に貸与したこと、原告の社

長や会長、副社長と面会したことや、Ｂへの訪問や直接取引をしたことはなく、Ｂの役員や

従業員に知り合いはいないこと、本件Ｈコンサル契約書に見覚えはなく、同契約書に記載さ

れている内容の業務を行っていないこと、本件Ｈ領収証記載のコンサルタント料を受領して

いないことなどを供述した（乙３５）。 

（10）Ｌ等について 

戊は、平成２７年１月２９日、下関税務署財務事務官に対し、本件Ｉコンサル契約書及び

本件Ｉ領収証には見覚えがないこと、平成２５年３月か４月頃に、丙から仕事を取ってくる

ために必要だと言われ、Ｌの丸印と社名印を渡していたので、丙が作成したと考えられるこ

と、丙にＬの丸印と社名印を渡したにもかかわらず、丙がなかなか仕事を回してくれなかっ

たこと、本件Ｉ領収証記載のコンサルタント料を受け取ったことはないことなどを供述した

（乙３６）。 

２ 争点（１）（本件各事業年度の法人税の所得の金額の計算において、本件各金員を損金の額

に算入することの可否）について 

（１）法人税法２２条３項１号及び２号による損金算入について 

法人税法２２条１項は、内国法人の各事業年度の所得の金額は、当該事業年度の益金の額

から当該事業年度の損金の額を控除した金額とする旨を定め、同条２項は、当該事業年度の

益金の額に算入するべき金額につき定めるところ、同条３項は、内国法人の各事業年度の所

得の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算入すべき金額につき、別段の定めがあるもの

を除き、当該事業年度の収益に係る売上原価、完成工事原価その他これらに準ずる原価の額

（同項１号）、同号に掲げるもののほか、当該事業年度の販売費、一般管理費その他の費用 
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（償却費以外の費用で当該事業年度終了の日までに債務の確定しないものを除く。）の額

（同項２号）、当該事業年度の損失の額で資本等取引以外の取引に係るもの（同項３号）と

する旨を定める。同条２項、同条３項１号及び２号において例示列挙されている費用の性質、

内容等に鑑みると、同項１号及び２号にいう、当該事業年度の損金の額に算入すべき金額と

は、当該法人の業務との間に関連性を有するものである必要があると解するのが相当である。

また法人が費用として支出した金額のうち、その支出内容、支出の相手方、支出の時期等を

確認することができないものについて、税務上損金として認めることは、課税所得計算の正

当性や客観性等を検証することができなくなり、課税の適正、公平が保たれないこととなる。  

以上を踏まえると、法人税法２２条３項１号及び２号所定の、内国法人の所得金額の計算

上損金の額に算入することができる支出は、当該法人の業務の遂行上必要と認められるもの

でなければならず、法人の支出のうち、その支出内容、支出の相手方、支出の時期等を確認

することができず、そのために当該法人の業務との関連性の有無が明らかでないものについ

ては、法人税法２２条３項各号の損金の額に算入することができないと解するのが相当であ

る。 

そこで、以下、本件各金員の支出が、上記の「完成工事原価その他これらに準ずる原価」

（同項１号）、「当該事業年度の販売費、一般管理費その他の費用」（同項２号）に該当す

るか否かについて検討する。 

（２）本件各金員の支出と本件各コンサル契約書及び本件各領収証との対応 

ア 前提事実及び認定事実によれば、原告は、本件各金員の支出について、いずれも本件各

工事のコンサルタント業務費を支出したとして、完成工事原価の雑費勘定に振り替えるこ

とにより、本件各事業年度の所得の計算上、損金の額に算入したものである。 

しかし、平成２４年１０月１日付けの本件Ｈコンサル契約書に記載されたコンサルタン

ト業務の受託者、すなわち同契約の相手方であり、平成２５年５月１０日付けの本件Ｈ領

収証の作成者でもあるＪは、上記各時点においては、当該名称での法人登記がされていな

かったものであり、その実在が確認できず、同社の代表者と表示された丁の存在は確認で

きたものの、同人は、本件Ｈコンサル契約書に見覚えはなく、同契約書に記載されている

内容の業務を行っていないこと、Ｊ名義で原告宛ての領収証を作成するように頼まれ、作

成したことがあるが、本件Ｈ領収証のコンサルタント料を受領していないこと、本件Ｈ領

収証の印影であるＵの角印も所持し、第三者に貸与したことなどを供述しており、本件Ｈ

コンサル契約書及び本件Ｈ領収証の作成に関与し了解していたものの、いずれも架空のも

のであることを認めていたものである。 

また、Ｌの代表取締役戊は、平成２５年３月か４月頃に、丙から仕事を取ってくるため

に必要だと言われ、Ｌの丸印と社名印を渡していたので、丙が作成したと考えられ、自分

は本件Ｉコンサル契約書及び本件Ｉ領収証に見覚えがなく、本件Ｉ領収証記載のコンサル

タント料を受け取ったことはないなどと供述しており、本件Ｉコンサル契約書及び本件Ｉ

領収証がいずれも架空のものであることを認めていた。 

このように、本件各金員の支出を示す本件各コンサル契約書及び本件各領収証について、

契約の一方当事者及び領収証の作成名義人２社のうち、一方はそもそも法人としての実在

が確認できない上、いずれの代表者も、当該契約の締結、当該契約に基づく業務遂行を否

定するとともに、当該金員を受領していないことを明確に認めており、これに反する事実
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をうかがわせるに足りる証拠もないことを考慮すると、本件各コンサル契約書及び本件各

領収証は、記載内容そのものに対応する事実が存在しないということができ、その意味に

おいていずれも架空のものというべきである。したがって、本件各金員の支出が本件各工

事の受注のためのコンサルタント業務の対価として支出されたという上記各書類の記載内

容どおりの事実を認めることはできない。 

イ 原告は、本件各金員の支出は、いずれも本件各コンサル契約書によって締結された丙を

受託者とするコンサルタント業務契約に基づくものであり、原告の帳簿書類に記載のある

コンサルタント業務契約と、締結日、場所、役務の内容及び対価において同一で、異なる

のはＪとＬか、丙かという相手方のみであり、使途も明確であるから、本件各コンサル契

約書及び本件各領収証は架空のものではない旨主張する。 

しかしながら、契約の当事者は契約の重要な要素であり、相手方が異なることは契約が

異なることに他ならず、契約に基づく債務の履行も異なるものとなるのであり、本件でい

えば、コンサルタント業務の履行や金銭支払義務の履行自体が異なるものとなることとな

り、本件各契約書及び本件各領収証に記載された契約等の相手方において、本件各工事契

約を締結したこと及び本件各金員を受領したことが認められない以上、上記各契約書等を

もって、記載内容に対応する事実が存在しないという意味において架空のものというべき

であるから、原告の主張は採用することができない。 

また、原告は、本件各コンサル契約書の相手方として丙が表示されていないとしても、

丙を代理人と信じていたものであり、民法１１７条１項の法意に照らし、原告と丙との間

で、本件各コンサル契約書に記載された内容と同一の内容の各契約が口頭で締結されたと

みるべきである旨主張する。 

しかしながら、丙は、本件各コンサル契約書の受渡しに関与するのみで、実質的な作成

に関与していない旨を述べており（甲９、乙４３）、他に本件各コンサル契約書の作成に

実質的に関与していたことを認めるに足りる証拠はなく、本件各コンサル契約書上におい

ても丙の名前が記載されていないことも併せ考えると、本件各コンサル契約書をもってコ

ンサルタント契約が締結されたとみる余地があるとしても、丙が同契約締結に代理人とし

て代理権限なく関与したとは認められず、丙を無権代理人とみることはできないから、こ

の点に関する原告の主張を採用することはできない。 

（３）簿外経費の損金算入のための要件 

原告は、本件各コンサル契約書及び本件各領収証に基づいた帳簿書類の記載に反し、本件

各金員は本件各工事の受注に必要不可欠であった丙に委託したコンサルタント業務の対価で

あって、本件各工事の必要経費に該当する旨主張する。原告の上記主張は、帳簿書類と異な

る必要経費の主張、すなわち簿外経費の主張に他ならない。 

必要経費の在否及び額についての立証責任は、原則として課税庁側にあると解すべきであ

るものの、必要経費の支出は、納税義務者の直接支配する領域内であり、納税義務者は当該

具体的事実を熟知していることが通常である。これに加え、実額課税である青色申告の場合

においては、納税義務者は、帳簿書類を備え付け、これに個々の取引を記帳し、その帳簿書

類を保存するなどして、事業所得等の金額を正確に記録することが義務付けられており、か

つ税務署長は、当該帳簿書類について、必要な指示をすることができるとされていること

（法人税法１２６条１項、２項等）などに鑑みると、青色申告の納税義務者が、帳簿書類の
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記載と異なる経費の主張、すなわち簿外経費の存在を主張する場合には、納税義務者におい

て、必要経費として支出した金額、支払年月日、支払先、支払内容等の事実につき、具体的

に特定して主張立証をし、業務との関連性についても主張立証すべきであり、そのような主

張立証がされない限り、当該経費を当該業務の経費として損金に算入することはできないと

いうべきである。原告の必要経費の主張立証に関する主張は、以上に反する限度において採

用することができない。 

原告は、前提事実のとおり、平成２７年５月２７日付けで、平成２５年３月期以降の青色

申告承認の取消処分を受けるまでは、青色申告の納税義務者であったことからすると、本件

各コンサル契約書及び本件各領収証の作成日付においては青色申告の納税義務者であり、ま

た、平成２７年５月２７日以降も、別件訴訟において、その処分の適法性を争っていたこと

からすると、本件各事業年度についても、原告において、本件各金員の支出と業務との関連

性を合理的に推認させるに足りる具体的な立証を行うべきであり、そのような立証に奏功し

ない限り、本件各金員の支出が業務の遂行に必要であったと認めることはできず、本件各金

員を損金の額に算入することは認められないというべきである。 

（４）簿外経費である本件各金員について損金算入のための立証の肯否 

そこで、原告において、本件各金員の支出と業務との関連性を合理的に推認させるに足り

る具体的な立証がされているか否か検討する。 

原告は、この点につき次のとおり主張する。原告と丙との間では、平成２１年１０月頃、

本件各工事に係るコンサルタント業務契約の締結に先立って、原告がＢからマンション建築

工事を受注した場合にはその請負代金額の３％程度の金額を支払うことなどを口頭で合意し

て本件基本合意をし、本件各工事に係るコンサルタント業務契約は、本件基本合意に基づい

て締結されたものであり、本件各金員は、本件基本合意に基づいて支払われたものであるか

ら、原告が本件各工事を受注できるようにした対価、すなわち完全成功報酬である。そして、

原告は、本件基本合意に基づき、Ｂの指名入札業者となり、本件各工事以外にも入札に参加

した全工事６件について受注を成功させ、かつ、これに伴ってコンサルタント業務契約がそ

の都度、締結されて、本件基本合意に基づいて、コンサルタント料が支払われている。した

がって、本件各金員は、本件基本合意に基づいて本件各工事を原告がＢから受注する度に支

払われたものであるから、業務との関連性があることが明らかである。 

しかし、甲、丙、Ｑ等の各関係者の供述等に本件全証拠及び弁論の全趣旨を考慮すると、

原告の上記主張には、次のような疑問があり、採用することができない。 

ア 本件各コンサル契約書及び本件各領収証の形式面等における不備等について 

甲は、平成２１年１０月頃、丙との間でコンサルタント業務契約を締結するに際し、業

務内容及び報酬額を取り決めたほか、丙に対し、契約書及び領収証を作成すること、報酬

は後払いとして、受注に奏功した後に支払うことを条件として提示し、丙から了承を得た

こと、契約書の作成は事後となったが、税理士からのアドバイスを受けて、経理処理に符

合する書類を作成するべく本件各コンサル契約書を作成したものである旨供述する（甲

７）。 

しかしながら、その一方で、前提事実及び認定事実のとおり、本件Ｈコンサル契約書

（乙１３）は、コンサルタント業務の受託者を丙でなく、Ｊ（代表取締役丁）とするもの

であって、同社の記名印の横には別会社であるＵの角印は押捺されていた。本件Ｈ領収証
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も、コンサルタント業務の受託者を丙でなく、Ｊとするものであり、同様にＵの角印が押

捺されていた。また、本件Ｉコンサル契約書及び本件Ｉ領収証は、コンサルタント業務の

受託者を丙でなく、Ｌ（代表取締役戊）とするものであった。このように、契約書及び領

収証の相手方が、丙本人でなく、法人名ないし代表者名のいずれも甲にとってこれまで取

引のなかった者であって（甲７）、かつ、押捺された角印等が契約締結当事者とは異なる

Ｕ等の第三者名義のものであるなど、契約書としての基本的体裁すら備えていないもので

あった。それにもかかわらず、平成１４年から原告の代表取締役を務め、企業の経営者と

して相応の経験を有する甲が、丙から、自らは株式会社Ｊの代理人であるなどの説明を受

けるのみで、丙と同社等との関係等を問い質すことをせず、丙の代理権を証する書類等を

確認しないまま、かつ、前記の契約書の不備や内容の齟齬等を指摘し修正させることも怠

って、一見して不体裁な契約書及び領収証をそのまま受領し、多額の本件各金員の支払に

応じたというのは、いかにも不自然といわざるを得ない。 

この点に関し、甲は、別件訴訟の証人尋問において、原告としては、要は丙の働きによ

り工事を受注できれば良く、契約書の名義の如何等については、相手方の都合によるもの

と考えて深く詮索することを控えたにすぎないのであり、ブローカーないしコンサルタン

トを相手として交渉する際には、ままあることである旨証言する。しかし、そもそも、何

千万円規模の契約書や領収証の名義について、実際とは別名義で作成するということは、

相手方において当該契約書等を脱税等の税務上不適切な処理に使用する可能性があり（な

お、丙は、別件訴訟の証人尋問において、Ｙから百万円単位の金額を受領したことを認め

ながら、確定申告はしていないと証言している（甲９）。）、また、支払者である原告の

立場として、後日、支払の有無をめぐって紛争等の原因になり得るにもかかわらず、企業

の経営者として相応の経験を有する甲が、何千万円規模の契約書や領収証の名義について、

上記のような態度で臨むこと自体が不自然であるというべきである。 

以上のとおり、本件各コンサル契約書及び本件各領収証の形式は、名義等それ自体が不

自然であるだけでなく、これに関する甲の証言も到底採用し難いものであり、原告主張に

係る原告と丙との間の本件各コンサル契約の成立及び同各契約に基づくコンサルタント料

の支払を裏付けるものとはいい難い。 

イ Ｂ工事に係る本件基本合意の不成立 

甲は、Ｂの会長との面談後に、丙との間でコンサルタント業務契約を結ぶこと、コンサ

ルタント料はＢとの請負契約締結後に支払うこと、領収証を発行すること、コンサルタン

ト料は建築工事請負金額の３％程度とすること等を合意した旨供述する。 

しかし、同合意を裏付ける書面は作成されておらず、他に同合意の成立を裏付ける客観

的な証拠は見当たらない。これに加え、別件訴訟や本件訴訟において、原告が、工事受注

のコンサルタント料として丙に対して支払ったと主張する金額は、Ｃ工事につき１２９０

万円、Ｅ工事につき１２０５万円、Ｆ工事につき１５３０万円、Ｇ工事につき３０５０万

円、本件Ｈ工事につき３３００万円、本件Ｉ工事につき４２５０万円であり、各金額は、

前提事実に摘示した各工事の請負代金（税込金額）のうち、Ｃ工事につき約２．８％、Ｅ

工事及びＦ工事につき約２．４％、Ｇ工事につき約２．３％、本件Ｈ工事につき約２％、

本件Ｉ工事につき約１．６％であって、３％程度の約２分の１となっている工事もあるな

ど、３％と相当の差異がある。さらに、丙は、門司税務署の調査に対しては、コンサルタ
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ント料について、甲から「今回はこの金額だ。」と聞くだけであり、丙は料金の決め方は

知らないと供述し（乙４３）、また、広島国税不服審判所においては、原告と丙との間に

情報提供等に関して、基本的な業務契約のようなものはなく、一個一個のコンサルタント

業務契約を結ぶだけと供述した（乙４２）にもかかわらず、別件訴訟の証人尋問において、

甲の上記供述と同様に口頭で本件基本合意をした旨証言しており（甲９）、供述が著しく

変遷しているところ、その変遷に合理的な理由も見当たらないから、丙の本件基本合意に

関する上記供述を採用することはできない。以上に判示した事情を総合すると、本件全証

拠によっても、丙と甲との間で、平成２１年１０月頃、Ｂ工事に係るコンサルタント料に

ついての本件基本合意が成立したと認めることはできない。 

ウ 丙の活動や丙から提供された情報の具体的内容が不明確 

前提事実において摘示したとおり、本件各コンサル契約書（乙１３、１４）中、行われ

るべきコンサルタント業務の内容については、土木建築工事の紹介・あっせん、土木建築

工事に関する情報の提供、請負契約締結に至るまでの監理及び助言・報告とされており、

丙及び甲も、丙が担当すべき業務内容について同旨の内容を供述する（甲７、９）。 

しかし、原告が本件各工事を受注するまでに現実に行った業務については、丙が行った

業務を裏付ける同人作成の業務日誌や報告書等の客観的証拠はなく、原告が本件各工事を

受注するまでに丙が実際に行った活動としては、認定事実のとおり、これまで、Ｂから受

注をしたことがなかった原告が、丙の紹介により、Ｂの指名入札業者となったことを認め

ることができるにとどまる。 

この点、丙及び甲は丙が現実に行った他の業務について供述するが、以下のとおり、丙

が他の業務を行ったと認めることはできない。 

（ア）原告営業部に所属していたＺ（以下「Ｚ」という。）は、平成２５年２月２１日から

２２日の間に、甲から、丙の情報として、本件Ｈ工事におけるＢの予算が１５億９１０

０万円であると聞き、それに沿った予算見積りを作成した旨及び本件Ｉ工事の予定価額

についても、甲から２３億円であると聞いた旨証言する。しかし、Ｚが上記証言の根拠

とするメモ（甲３）を見ても、「立駐（込み）７連（２５Ｐ）２３，０００，０００」

と記載されている部分があり、その下に「９２万 台」と記載されている。これを、立

体駐車場１台当たり９２万円の２５台分を意味すると解すると、９２万円×２５＝２３

００万円となり、矛盾なく説明できることに照らせば、同部分を２３億円の誤記と直ち

に認められるかは疑問がある。また、Ｚは、証人尋問において、Ｄ等からの情報は営業

情報記録に記載して報告する扱いであったから、同メモの記載は甲から聞いた情報を記

載したものである旨証言するが、同メモの記載内容及び記載形式が甲から聞き取った情

報を記載したものであることや、情報の入手先が丙であることを客観的に裏付けるもの

とはいえず、また、上記のとおり、その内容についても疑問があることからすると、Ｚ

の上記証言は直ちに採用することができない。したがって、上記メモ及びＺの証言をも

って、甲の情報の入手先が丙と認めることはできない。 

また、認定事実のとおり、Ｂ及びＤにおいては、工事予算額に関する情報は社外秘と

して取り扱われ、みだりに第三者に開示されることはなかったのであり、これに対して、

丙が独自に入手したという工事予算額に関する情報の具体的内容や入手経路等の詳細が

証拠上全く不明であることを踏まえると、本件において、真に丙がそのような情報に接
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し得ていたか自体に疑問がある。加えて、認定事実のとおり、Ｄは、指名入札業者から

見積書が提出された後、指名入札業者のうち見積額が低額であった１社ないし数社に対

し、見積額の減額に係る具体的な変更計画等を示して再度の見積書提出を依頼し、その

際に工事予算額も伝えていたのであって、そのような段階に至った後は、原告において、

重ねて丙に工事予算額に関する情報を求める必要もないから、この点からも、工事予算

額に関する情報が丙から提供されていた旨をいう丙及び甲の各供述を直ちに採用するこ

とはできない。 

（イ）また、甲は、丙の口利きによって本件各工事を受注することができた旨を繰り返し供

述するものの、一方で、丙が行った口利きの具体的内容を認めるに足りる証拠はない。

この点、丙において、Ｎを通じて、これまで受注実績がなかった原告をＢ側に紹介し、

指名入札業者となった経緯が認められるとしても、指名入札業者は、現場説明会への参

加を打診された業者という立場にすぎず、Ｂでは、指名入札業者に限らず、過去に受注

実績がある業者に対して広く現場説明会への参加を募っており、これまでＢと取引がな

い建築業者が自らの営業活動等によって現場説明会等に参加することもあったことは認

定事実のとおりであるから、原告が指名入札業者になったこと自体に大きな価値があっ

たとみることはできない。Ｄの代表者も、仮に、原告に受注させてほしいと頼んでくる

人がいたとしても、実際は金額が全てであることから、受注に有利になるわけではない

旨を明言するところである（乙３９）。 

（ウ）さらに、原告は、事前に、Ｂ発注のマンション建築工事の案件がある旨の連絡を受け、

当該案件の工事概要を知らされた旨主張する。しかし、これを認めるに足りる証拠はな

く、仮に、丙とＮとの関係からそのような情報を丙が入手し、原告に対して知らせたこ

とがあったとしても、認定事実のとおり、工事概要は、現地に設置された看板に掲示さ

れ、建築関係の新聞等にも掲載されるなど広く一般に周知される性質の情報であって、

受注実績のある建築業者に対しては、現場説明会への参加を促す際に事前に提供され、

現場説明会に参加していない建築業者からの問合せに応じることもあったというのであ

るから、そうした情報それ自体に特段の価値があるとみることはできない。 

なお、原告は、Ｎ、丙、甲の順序で情報伝達ルートが存在していた旨主張するが、仮

に本件各工事を含む６件の工事に関する情報が上記ルートで伝達されたことがあったと

しても、これまで判示してきた情報の内容や意味付け等に照らせば、同伝達をもって丙

が具体的な業務を行ったと認めることはできない。 

（エ）以上によると、丙の行った業務内容に関しての甲及び丙の各供述は、いずれも採用す

ることができず、他に丙が行った業務を裏付ける客観的証拠はないことは前判示のとお

りであるから、Ｂから受注をしたことがなかった原告が、丙の紹介により、Ｂの指名入

札業者となったことを除き、丙が本件各工事に関して何らかの具体的業務を行ったと認

めることはできない。 

エ 本件各金員の具体的な支出、支払、受領について 

（ア）本件各金員の支出、支払及び受領については、基本的に甲と丙の両名でされており、

本件各コンサル契約書及び本件各領収証が実態と合致しないものであることは前判示の

とおりであるから、まず両名の供述内容を検討する。（なお、以下のとおり、両名とも、

本件各金員の支出にとどまらず、Ｃ工事、Ｅ工事、Ｆ工事及びＧ工事に関するコンサル
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タント業務費の支払も同様の支払方法であったと供述していることから、以下、支払の

対象となる金員によらず、本件各金員についての供述として摘示する部分もある。） 

ａ 甲の供述（甲４、７、８、２２、４６） 

本件各金員の支出については、いずれも甲が自ら決裁した支払依頼書に基づき発

行された小切手により、原告名義の当座預金から現金として引き出した。 

甲は、引き出した同日中に、当該現金を紙袋に入れて、北九州市内のファミリー

レストラン内あるいは駐車場において、本件各領収証と引換えに、丙に渡した。 

甲は、現金を上記のとおりの態様で授受することについて特に疑問を感じなかっ

た。 

本件各金員の支出だけでなく、Ｃ工事、Ｅ工事、Ｆ工事及びＧ工事に関するコン

サルタント業務費の支払も同様の支払方法であった。 

ｂ 丙の供述（甲５、９、４７、乙４２ないし４５） 

丙は、事前に用意していた本件各領収証と引換えに、甲から直接現金を受領した。

受領した日は、領収証に記載された日付である。受領場所は、北九州市内のファミ

リーレストランであった。丙は、いずれも一度に本件各領収証に記載された金額を

受領しており、何回かに分けて受領したことはなかった。丙は、紙袋に入ったまま

現金を受け取り、一瞥したのみで、現金を数えず、そのまま紙袋ごと、Ｙに渡して

いた。丙は、紙袋入りの現金と引換えに封筒に入った本件各領収証を甲に対し交付

したが、本件各領収証は封筒に入っており、Ｙが用意したもので、丙は作成には関

与していない。Ｙは、現金授受の際、同席したこともあれば、同席しなかったこと

もあった。なお、Ｙは既に死亡している。 

丙は、金額が多額であるにもかかわらず、銀行での支払や、送金、小切手により

支払を受けるのではなく、現金で受領する理由を明らかにしなかった。 

丙は、Ｙから受け取っていた金額について、当初、Ｙに現金を渡した後に、後日、

５０万円から１００万円ほどメッセンジャー料として受領していたとしていた（乙

４３）が、その後、最初何百万円か受領したが、その後は１回につき５０万から９

０万円を受領した（乙４４）、まちまちで５０万円のときもあったし、３００万円

と言われれば、そうだったかもしれない（乙４２）と述べており、また、別件訴訟

の証人尋問において、何百万のときもあれば、１００万円、２００万円のときもあ

る、報酬の取り分につき、何対何というよりも、Ｙがくれるだけ受領していた（甲

９）と述べている。 

丙は、Ｙから受領した金員を銀行等の口座に入れたことはなかった。 

本件各金員の支出にとどまらず、Ｃ工事、Ｅ工事、Ｆ工事及びＧ工事に関するコ

ンサルタント業務費の支払も同様の支払方法であった。 

なお、丙は、原告との関係について、当初、自分はメッセンジャー的な立場で、

原告とＹとの間を取り持っただけである旨の供述をしていた（乙４３）が、後に、

自分をかばうためにそのように言っていたものであり、実際にはＹと共同でコンサ

ルタント業務に従事していたと供述を変更し（乙４４）、別件訴訟の証人尋問にお

いて、当初、自分はコンサルタント業務を行っていたと供述したものの、尋問の最

後には、自分はＹのメッセンジャーにすぎないと再び供述を変更した。 
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（イ）以上の両名の供述内容を検討するに、甲が小切手により本件各金員に相当する金員を

原告の預金口座から出金した旨の供述は、原告の預金口座の出金状況（甲４２、乙１６、

１９）、小切手（乙１５、１８）という客観的証拠と一致している。また、甲及び丙の

各供述は、甲が、本件各金員の出金手続が行われた日に、丙に対し北九州市内のファミ

リーレストランにおいて、一度に現金を交付したこと、その際、引換えに丙から甲に対

し、本件各領収証が交付された点でおおむね同様であるところ、上記各認定事業で摘示

したとおり、甲において、この頃、丙から、本件各領収証を入手している事実とも整合

する。 

しかしながら、具体的に本件各金員の受渡し状況に関する供述等をみると、丙は、紙

袋に入った現金を特に確認せずに、甲から渡された本件各金員全額の入った紙袋をその

ままＹに一旦渡し、後にＹから金員を受領していたと供述するところ、コンサルタント

業務の対価という業務上の支払については、金融機関を利用した振込等によるのが通常

であり、小切手を使用する場合には、小切手そのものを交付するのが便宜であるにもか

かわらず、わざわざ小切手を現金化して紙袋に入れて交付したこと自体が不自然である。

また、受領したＹが、紙袋を受け取った際に金額を確認しなかったこと自体も極めて不

自然である。加えて、受領した金額についても、上記判示のとおり、丙の供述が著しく

変遷しており、しかも、残額について誰が取得しているのかは分からないというもので

ある。また、丙は、Ｙが交付の場に同席していた場合において自ら行ったことは、紙袋

の受領と引換えにＹの用意した第三者名義の本件各領収証を渡したことであるとも供述

している。 

以上の両名の供述と客観的証拠を総合すると、甲が原告の銀行口座から本件各金員を

現金で出金したこと自体は認められる。そして、本件各領収証の金額と出金額が合致し

ていること、本件各金員を含めて６回にわたって、一千万円単位の出金が６回にわたっ

てされ、他の使途をうかがわせるに足りる証拠もないことを考慮すると、本件各金員の

一部が、甲から丙とＹに対して一旦は交付されたことも認められる。しかし、丙とＹが

実際に受領した金額を認めるに足りる証拠はなく、翻って甲が丙に渡した金額を客観的

に裏付ける証拠もない。そして、丙は、Ｙから受領した額については、上記判示のとお

り、変遷が甚だしく、あいまいな内容の供述に終始していること、丙は、原告との関係

について、当初、自分はメッセンジャー的な立場で、原告とＹとの間を取り持っただけ

である旨の供述をしていたが、後に、実際にはＹと共同でコンサルタント業務に従事し

ていたと供述を変更し（乙４４）、別件訴訟の証人尋問において、当初、自分はコンサ

ルタント業務を行っていたと供述したものの、尋問の最後には、自分はＹのメッセンジ

ャーにすぎないと再び供述を変遷させるなど、自らの立場についても供述の変遷が著し

いこと、Ｙが死亡していることなどの事情を総合考慮すると、甲が本件各領収証どおり

の額を丙及びＹに対して交付したと認めることはできず、丙が自ら受領した額に関する

上記各供述も全く採用することができないから、結局、本件全証拠によっても、甲の丙

及びＹに対する交付額、丙及びＹがそれぞれ受領した額を認めることはできず、他方、

両名以外の第三者が全部又は一部を取得した可能性を否定することもできない。したが

って、本件各金員の全部を丙又はＹが全額取得したか、本件各金員全額を丙及びＹの両

名のみで一部ずつ取得したか、本件各金員の全部又は一部を丙又はＹ以外の第三者が取
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得したかについて、証拠上いずれであるかを確定することはできないというほかはない。 

（ウ）これに対し、原告は、原告から見て本件各金員の支払先が丙であることが明確である

から、本件各金員の支出先ないし相手方は、丙であって、丙がＹ等の第三者に交付して

いたとしても、本件各金員の支払先ないし相手方の判断とは無関係である旨主張する。 

しかしながら、支出先ないし相手方は、本件各金員の支出についての使途の明確性や

その業務関連性を判断する上で重要な事実である。そうである以上、帳簿上の記載とは

異なる本件各金員の支出先ないし相手方を判断するに当たっては、丙が本件各金員を受

領したといえるか否かを現金の受領後の所持状況や交付の状況等を踏まえて検討すべき

である。そのような観点からみると、丙は、当初Ｙのメッセンジャーであると供述しな

がら二度にわたり供述を変遷させ、Ｙから自らが受領した額についても供述内容の変遷

が著しく、甲が交付した本件各金員を最終的に自らが受領したのか否か及び受領額のい

ずれについても証拠上不明であることは前判示のとおりであるから、原告主張に係る理

由をもって、丙が本件各金員の全部又は一部を受領したと認めることはできない。 

（５）本件各金員の損金算入の可否 

以上に判示したとおり、本件各コンサル契約書及び本件各領収証の形式は、名義や印影そ

れ自体が不自然であり、原告主張に係る原告と丙との間の本件各コンサル契約の成立及び同

各契約に基づくコンサルタント料の支払を裏付けるものとはいい難いこと、Ｂ工事に係るコ

ンサルタント料についての本件基本合意の成立が認められないこと、Ｂから受注をしたこと

がなかった原告が、丙の紹介を契機としてＢの指名入札業者となったことを除き、丙が行っ

た具体的業務は認められないこと、甲の丙及びＹに対する交付額、丙及びＹがそれぞれ受領

した額のいずれについても、本件各金員の一部が丙又はＹ以外の第三者の手に渡った可能性

の有無を含め、本件全証拠によっても確定できないことなどの事情を総合すると、原告主張

の基本合意に従って丙が行った具体的業務の内容は明らかでなく、本件各金員の支出先ない

し相手方についても不明であるから、本件各金員の支出は、その使途を確認することができ

ず、原告の業務との関連性の有無が明らかではないというほかはない。 

したがって、原告において、本件各金員の支出先につき、必要経費として支出金額、支払

年月日、支払先、支払内容等を踏まえた業務との関連性について立証されていないから、本

件各事業年度における原告の所得の金額の計算上、本件各金員を「完成工事原価その他これ

に準ずる原価」（法人税法２２条３項１号）や「当該事業年度の販売費、一般管理費その他

の費用」（同項２号）に該当するものとして損金の額に算入することはできないというべき

である。 

３ 争点（２）（国税通則法６８条１項に規定する事実の「仮装」該当性）について 

（１）国税通則法６８条１項にいう事実の隠蔽とは、売上除外、証拠書類の廃棄等、課税要件に

該当する事実の全部又は一部を隠すことをいい、事実の仮装とは、架空仕入れ・架空計算書

の作成、取引上の他人名義の使用等、存在しない課税要件事実が存在するように見せかける

ものをいう。 

（２）認定事実に摘示したとおり、ＪやⅬは、実際には原告との間でコンサルタント業務契約を

締結しておらず、本件各領収証に記載された金銭も受け取っておらず、本件各コンサル契約

書及び本件各領収証は、実体を伴わない架空のものであったのであるから、原告において、

その架空の本件各コンサル契約書及び本件各領収証を基にした本件各経理処理に基づき、本
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件各金員を損金に計上して確定申告したことは、客観的には、税額等の計算の基礎となるべ

き事実を仮装したものといえる。 

（３）原告は、国税通則法６８条１項にいう事実を仮想する意図がないとして、故意がなく、同

項の適用はない旨を主張する。 

しかしながら、前判示のとおり、本件Ｈコンサル契約書（乙１３）は、コンサルタント業

務の受託者を丙でなく、Ｊ（代表取締役丁）とするものであって、同社の記名印の横には別

会社であるＵの角印が押捺されており、本件Ｈ領収証も、名宛人を丙でなく、Ｊとするもの

であり、同様にＵの角印が押捺されていた。また、Ｅ工事、Ｆ工事及びＧ工事に係る各コン

サルタント業務契約書及び領収証においても、受託者ないし名宛人はＪとされていたところ、

同社の記名印の横には、いずれもＵの角印が押印されていた。そして、本件Ｉコンサル契約

書及び本件Ｉ領収証は、コンサルタント業務の受託者を丙でなく、Ｌ（代表取締役戊）とす

るものであった。このように、契約書及び領収証の相手方が、丙本人でなく、法人名ないし

代表者名のいずれも原告及び甲とこれまで取引がない者であって、かつ、Ｅ工事、Ｆ工事、

Ｇ工事及び本件Ｈ工事に係る各コンサルタント業務契約書及び領収証において押捺された角

印が契約締結当事者とは別の第三者名義のものであるなど、契約書ないし領収証としての基

本的体裁すら備えていないものであった。それにもかかわらず、企業の経営者として相応の

経験を有する甲が、丙から、自らはＪの代理人であるなどの説明を受けるのみで、丙と同社

等との関係等を問い質すことをせず、丙の代理権を証する書類等を確認しないまま、かつ、

前記の契約書の不備や内容の齟齬等を指摘し修正させることも怠って、一見して不体裁な契

約書及び領収証をそのまま受領し、多額の本件各金員の支払に応じたというのは、不自然に

過ぎるというべきである。そして、原告としては、要は丙の働きにより工事を受注できれば

よく、契約書の名義の如何等については、相手方の都合によるものと考えて深く詮索するこ

とを控えたにすぎないのであり、ブローカーないしコンサルタントを相手として交渉する際

には、ままあることである旨の甲の別件訴訟における証人尋問の証言も、不自然であって採

用できないことは、前判示のとおりである。 

以上に判示したとおり、本件各コンサル契約書及び本件各領収証の形式は、名義等それ自

体が不自然であるだけでなく、これに関する甲の証言も到底採用し難いものであることなど

に照らし、甲は、本件各契約書及び本件各領収証が真実のものでなく、架空のものであるこ

とを認識していたと認めるのが相当であるから、国税通則法６８条１項にいう事実を仮装す

る意図があったものというべきである。 

（４）なお、甲は、平成２６年６月１０日に原告の代表取締役を辞任しており、平成２７年３月

期経理処理をした時点（平成２７年３月３１日付け）及び平成２８年３月期経理処理をした

時点（平成２８年３月３１日付け）においては、原告の代表権を有していなかったものであ

る。 

国税通則法６８条１項は、隠蔽仮装行為の主体を納税者としているのであって、本来的に

は、納税者自身による隠蔽仮装行為の防止を企図したものと解されるが、納税者以外の者が

隠蔽仮装行為を行った場合であっても、それが納税者本人の行為と同視することができると

きには、形式的にそれが納税者自身の行為でないというだけで重加算税の賦課が許されない

とすると、過少申告加算税よりも重い行政上の制裁を課すことによって、悪質な納税義務違

反の発生を防止し、申告納税制度による適正な徴税の実現を確保するという重加算税制度の
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趣旨及び目的を没却することになるから、法人の事業活動において代表者に準ずるような包

括的な権限を有する者が、その権限内において行った行為については、その隠蔽仮装行為に

ついて、代表者自身がこれを認識し、あるいは認識する可能性があったか否かにかかわらず、

同項の適用上、法人自身の行為と評価するのが相当である。 

そして、前提事実のとおり、本件Ｈコンサル契約書に記載された作成年月日は平成２４年

１０月１日、本件Ｈ領収証に記載された年月日は平成２５年５月１０日、本件Ｉコンサル契

約書に記載された作成年月日は同年１１月２２日であり、いずれも甲が原告の代表取締役を

務めていた期間内である。 

一方、本件Ｉ領収証に押印されている日付は平成２６年６月１１日であり、その前日に甲

は原告の代表取締役を辞任している。本件Ｉ工事に係る請負契約は同年５月３０日に締結さ

れていることに加え、証拠（証人Ｚ）及び弁論の全趣旨によれば、丙が関わっている案件に

ついては、甲が丙と直接やり取りしていたものであり、原告において、他に丙と直接連絡を

取っていた者がいるとは認められず、甲の辞任後、他の者が代わりに領収証を受け取るとい

う話が出たというような事情も見当たらないことなどの事情を総合考慮すると、原告は、甲

が代表取締役を辞任後も同人が本件Ｉ領収証を受け取ることを容認していたことが認められ

る。 

そうすると、甲の原告の代表取締役として勤務していた期間内の行為は、その認識も含め

原告に帰属するのは当然であるし、甲が代表取締役を辞任した後にした本件Ｉ領収証の受取

についても、既に丙が関わっている件については、甲がコンサルタント業務契約書や領収証

を受け取ることを当然の前提とし、その後、甲が受け取ったコンサルタント業務契約書や領

収証を基に本件各経理処理をしていることからすると、甲が受け取った本件各コンサル契約

書及び本件各領収証を基に事実とは異なる経理処理をしたことは、原告の事業活動において

代表者に準ずるような包括的な権限を有していた甲がその権限内において行った行為という

ことができる。そうすると、原告は、本件各経理処理の時点において、本件各コンサル契約

書及び本件各領収証が架空のものであることを認識しており、その上で本件各経理処理を行

ったものと認められるから、国税通則法６８条１項にいう事実を仮装する意図があったもの

というべきである。 

（５）以上のとおり、原告がした本件各金員の損金算入による過少申告は、国税通則法６８条１

項に規定する事実の「仮装」に基づくものといえる。 

４ 本件各処分の適法性について 

（１）本件法人税各更正処分について 

前記２（５）に判示したとおり、本件各金員を本件各事業年度における原告の所得の計算

上、損金の額に算入することはできず、これを前提に計算すると、原告の本件各事業年度の

所得金額又は欠損金額、翌期に繰り越す欠損金額及び納付すべき法人税額は、本件法人税各

更正処分と同額となるから、本件法人税各更正処分は、いずれも適法である。 

（２）本件法人税の過少申告加算税賦課決定処分について 

上記（１）のとおり、平成２７年３月期法人税更正処分は適法であり、これを前提に計算

すると、納付すべき過少申告加算税の額は、本件法人税の過少申告加算税賦課決定処分と同

額となるから、本件法人税の過少申告加算税賦課決定処分は、適法である。 

（３）本件法人税の重加算税各賦課決定処分について 
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前記３（５）のとおり、原告について国税通則法６８条１項に該当する行為があったと認

められ、これを前提に計算すると、納付すべき法人税の重加算税の額は、本件法人税の重加

算税各賦課決定処分と同額となるから、本件法人税の重加算税各賦課決定処分は、適法であ

る。 

（４）本件地方法人税更正処分について 

上記（１）のとおり、平成２８年３月期法人税更正処分は適法であり、これを前提に計算

すると、納付すべき地方法人税の額は、本件地方法人税更正処分と同額になるから、本件地

方法人税更正処分は、適法である。 

（５）本件地方法人税の重加算税賦課決定処分について 

上記（３）のとおり、原告について国税通則法６８条１項に該当する行為があったと認め

られることから、これを前提に計算すると、納付すべき地方法人税の重加算税の額は、本件

地方法人税の重加算税賦課決定処分と同額になるから、本件地方法人税の重加算税賦課決定

処分は、適法である。 

第４ 結論 

以上の次第で、本件各処分はいずれも適法であり、原告の請求はいずれも理由がないから棄

却することとして、主文のとおり判決する。 

東京地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官 春名 茂 

裁判官 横井 靖世 

裁判官 下道 良太 
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（別紙１） 

指定代理人目録 

前川 悠、山元 智晶、尾形 信周、加藤 正志、穴戸 英生、和久里 亮一、松本 拓也 

以上 
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（別紙２） 

課税処分の根拠 

１ 本件法人税各更正処分について 

（１）本件法人税各更正処分の根拠 

被告が本訴において主張する原告の本件各事業年度の法人税に係る所得金額及び納付すべ

き法人税額は、それぞれ次に述べるとおりである。 

ア 平成２７年３月期法人税更正処分の根拠 

（ア）所得金額（別表２⑨欄）                 ９５９０万９８８２円 

上記金額は、次のａの金額にｂないしｄの金額を加算し、ｅ及びｆの金額を減算した

金額である。 

ａ 確定申告における所得金額（別紙２①欄）               ０円 

上記金額は、原告が平成２７年６月１日に下関税務署長に提出した平成２７年３

月期の法人税の確定申告書（乙１。以下「平成２７年３月期法人税確定申告書」と

いう。）別紙一（一）に記載された所得金額（同号証・１枚目１欄）と同額である。 

ｂ 完成工事原価の過大計上額（別表２②欄）       ３１４２万８５７１円 

上記金額は、原告が、平成２７年３月３１日付けで完成工事原価に計上した金額

であるが、当該工事原価は、架空のものであるから、損金の額に算入することがで

きない金額である。 

ｃ 消費税等の納付差額の計上漏れ額（別表２③欄）           ２９円 

上記金額は、前記ｂの完成工事原価の過大計上額に係る仮払い消費税等の金額１

５７万１４２９円と平成２７年３月課税期間の消費税等の更正処分による納付すべ

き税額１５７万１４００円との差額であり、益金の額に算入すべき金額である。 

ｄ 繰越欠損金の損金算入額の過大額（別表２④欄）    ６４７１万２５４０円 

上記金額は、原告が、平成２７年３月期法人税確定申告書において欠損金の当期

控除額として所得の金額の計算上、損金の額に算入した金額と同額であるところ、

平成２７年５月２７日付けの平成２６年３月期の法人税の更正処分及び平成２５年

３月期以後の青色申告承認取消処分によって、平成２６年３月期から繰り越した欠

損金の額は零円となることから、損金の額に算入することができない金額である。 

ｅ 減価償却超過額の認容額（別表２⑤欄）           ３万５０４８円 

上記金額は、平成２７年５月２７日付けの平成２５年３月期の法人税の更正処分

により、原告の平成２５年３月期の所得金額の計算上、損金の額に算入されなかっ

た減価償却超過額のうち、法人税法３１条、同法施行令４８条の２及び減価償却資

産の耐用年数に関する省令に基づき、減価償却超過額の認容額として、損金の額に

算入される金額である。 

ｆ 寄附金の損金不算入額の減少額（別表２⑥欄）       １９万６２１０円 

上記金額は、原告が、平成２７年３月期法人税確定申告書の別表４に記載した所

得金額仮計６４３２万７６７３円に、被告が主張する前記ｂ及び前記ｃの金額を加

算し、前記ｅの金額を減算して、法人税法３７条及び法人税法施行令７３条の規定

に基づき寄附金の損金算入限度額を再計算したことにより生ずる当該損金算入限度
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額の増加額と同額であり、損金の額に算入される金額である。 

（イ）所得金額に対する法人税額（別表２⑩欄）         ２３６１万６７９５円 

上記金額は、前記（ア）の所得金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定に基づ

き１０００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額。）に、法人税法６６条（平成２７

年法律第９号による改正前のもの）１項及び２項並びに租税特別措置法（平成２７年法

律第９号による改正前のもの。）４２条の３の２の各規定に基づき８００万円以下の部

分に１００分の１５の税率を、８００万円を超える部分に１００分の２５．５の税率を

乗じて計算した金額である。 

（ウ）控除所得税額（別表２⑪欄）                  ９万９１３３円 

上記金額は、所得金額に対する法人税額から控除される金額であり、平成２７年３月

期法人税確定申告書別表一（一）に記載された所得税額の控除税額（乙１・１枚目４１

欄）と同額である。 

（エ）納付すべき法人税額（別表２⑫欄）            ２３５１万７６００円 

上記金額は、前記（イ）の金額から前記（ウ）の金額を控除した金額（ただし、国税

通則法１１９条１項の規定に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額。）

である。 

（オ）既に還付した法人税額（別表２⑬欄）              ９万９１３３円 

上記金額は、平成２７年３月期法人税確定申告書別表一（一）の還付金額の「計」欄

（乙１・１枚目１９欄）に記載された金額と同額である。 

（カ）差引納付すべき法人税額（別表２⑭欄）          ２３６１万６７００円 

上記金額は、前記（エ）の金額に前記（オ）の金額を加算した金額である。 

イ 平成２８年３月期法人税更正処分の根拠 

（ア）所得金額（別表２⑨欄）               ２億３９８４万７４９７円 

上記金額は、次のａの金額にｂ及びｃの金額を加算し、ｄ及びｅの金額を減算した金

額である。 

ａ 確定申告における所得金額（別表２①欄）     ２億０９４３万９８８３円 

上記金額は、原告が平成２８年５月３１日に下関税務署長に提出した平成２８年

３月期の法人税の確定申告書（乙２。以下「平成２８年３月期法人税確定申告書」

という。）別表一（一）に記載された所得金額（同号証・１枚目１欄）と同額であ

る。 

ｂ 完成工事原価の過大計上額（別表２②欄）       ３９３５万１８５２円 

上記金額は、原告が、平成２８年３月３１日付けで完成工事原価に計上した金額

であるが、当該工事原価は、架空のものであるから、損金の額に算入することがで

きない金額である。 

ｃ 消費税等の納付差額の計上漏れ額（別表２③欄）           ４８円 

上記金額は、前記ｂの完成工事原価の過大計上額に係る仮払い消費税等の金額３

１４万８１４８円と平成２８年３月課税期間の消費税等の更正処分による納付すべ

き税額３１４万８１００円との差額であり、益金の額に算入すべき金額である。 

ｄ 減価償却超過額の認容額（別表２⑤欄）           ２万６２８６円 

上記金額は、平成２７年５月２７日付けの平成２５年３月期の法人税の更正処分
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により、原告の平成２５年３月期の所得金額の計算上、損金の額に算入されなかっ

た減価償却超過額のうち、法人税法３１条、同法施行令４８条の２及び減価償却資

産の耐用年数に関する省令に基づき、減価償却超過額の認容額として、損金の額に

算入される金額である。 

ｅ 事業税及び地方法人特別税の損金算入金額（別表２⑦欄） ８９１万８０００円 

上記金額は、平成２７年３月期法人税更正処分に伴い、平成２８年３月期におい

て新たに納付すべきこととなる事業税及び地方法人特別税の合計額に相当する金額

であり、損金の額に算入される金額である。 

（イ）所得金額に対する法人税額（別表２⑩欄）         ５６６１万１４３３円 

上記金額は、前記（ア）の所得金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定に基づ

き１０００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額。）に、法人税法６６条（平成２８

年法律第１５号による改正前のもの）１項及び２項並びに租税特別措置法（平成２９年

法律第４号による改正前のもの。）４２条の３の２の各規定に基づき８００万円以下の

部分に１００分の１５の税率を、８００万円を超える部分に１００分の２３．９の税率

を乗じて計算した金額である。 

（ウ）控除所得税額（別表２⑪欄）                 １３万１４２６円 

上記金額は、所得金額に対する法人税額から控除される金額であり、平成２８年３月

期法人税確定申告書別表一（一）に記載された所得税額の控除税額（乙２・１枚目１２

欄）と同額である。 

（エ）納付すべき法人税額（別表２⑫欄）                ５６４８万円 

上記金額は、前記（イ）の金額から前記（ウ）の金額を控除した金額（ただし、国税

通則法１１９条１項の規定に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額。）

である。 

（オ）既に納付した法人税額（別表２⑬欄）           ４９２１万２４００円 

上記金額は、平成２８年３月期法人税確定申告書別表別表一（一）の「差引所得に対

する法人税額」欄（乙２・１枚目１３欄）に記載された金額と同額である。 

（カ）差引納付すべき法人税額（別表２⑭欄）           ７２６万７６００円 

上記金額は、前記（エ）の金額から前記（オ）の金額を減算した金額である。 

（２）本件法人税各更正処分の適法性 

原告の本件各事業年度の法人税に係る所得金額及び納付すべき法人税額は、それぞれ前記

（１）のとおりであり、本件法人税各更正処分における所得金額及び納付すべき法人税額

（乙５及び乙６・各１枚目「更正又は決定の金額」の１及び１８欄）は、いずれも前記

（１）の各金額と同額であるから、本件法人税の各更正処分はいずれも適法である。 

２ 本件地方法人税更正処分について 

（１）本件地方法人税更正処分の根拠 

被告が本訴において主張する原告の本件課税事業年度の地方法人税に係る課税標準法人税

額及び納付すべき地方法人税額は、それぞれ次に述べるとおりである。 

ア 課税標準法人税額（別表４①欄）              ５６６１万１０００円 

上記金額は、次の（ア）の金額に（イ）の金額を加算した金額（ただし、国税通則法１

１８条１項の規定に基づき１０００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額。）である。 
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（ア）申告基準法人税額（別表４②欄）             ４９３４万３９２１円 

上記金額は、原告が、平成２８年３月３１日に下関税務署長に対して提出した本件課

税事業年度の地方法人税の確定申告書（以下「本件地方法人税確定申告書」という。）

別表一（一）に記載された基準法人税額（乙２・１枚目３２欄）と同額である。 

（イ）基準法人税額に加算すべき金額（別表４③欄）        ７２６万７５１２円 

上記金額は、平成２８年３月期法人税更正処分に伴う法人税額の増加額であり、本件

課税事業年度の地方法人税の基準法人税額に加算すべき金額である。 

イ 納付すべき地方法人税額（別表４⑥欄）            ２４９万０８００円 

上記金額は、地方法人税法（平成２８年法律第１５号による改正前のもの）１０条１項

の規定により、前記アの課税標準法人税額５６６１万１０００円に１００分の４．４の税

率を乗じて計算した金額（ただし、国税通則法１１９条１項の規定に基づき１００円未満

の端数金額を切り捨てた後の金額。）である。 

ウ 既に納付の確定した地方法人税額（別表４⑦欄）        ２１７万１０００円 

上記金額は、本件地方法人税確定申告書別表一（一）の「差引地方法人税額」欄（乙

２・１枚目４０欄）に記載された金額と同額である。 

エ 差引納付すべき地方法人税額（別表４⑧欄）           ３１万９８００円 

上記金額は、前記イの金額から前記ウの金額を減算した金額である。

（２）本件地方法人税更正処分の適法性   

原告の本件課税事業年度の地方法人税に係る課税標準法人税額及び納付すべき地方法人税

額は、それぞれ前記（１）のとおりであり、本件地方法人税更正処分における課税標準法人

税額及び納付すべき地方法人税額（乙７・１枚目「更正又は決定の金額」の３及び１２欄）

は、いずれも前記（１）の各金額と同様であるから、本件地方法人税更正処分は適法である。  

３ 本件法人税の各賦課決定処分及び本件地方法人税の重加算税賦課決定処分について 

（１）本件法人税の各賦課決定処分及び本件地方法人税の重加算税賦課決定処分の根拠 

ア 本件法人税の重加算税各賦課決定処分及び本件地方法人税の重加算税賦課決定処分の根

拠 

前記１（２）及び２（２）のとおり、本件法人税各更正処分及び本件地方法人税更正処

分は適法であるところ、原告が本件法人税各更正処分及び本件地方法人税更正処分に伴い

新たに納付すべき法人税及び地方法人税の額については、その計算の基礎となった事実に

ついて、原告がこれを計算の基礎としなかったことに、国税通則法６５条４項に規定する

「正当な理由」があるとは認められない。 

そして、原告は、本件各コンサル契約書記載のコンサルタント業務契約がいずれも架空

の契約であり、本件各工事原価が架空の費用であるにもかかわらず、あたかも、Ｊ及びＬ

から役務の提供を受け、それに対する対価を支払っているかのように装い、本件各コンサ

ル契約書及び本件各領収証を作成した上で、これらに基づいて、架空の完成工事原価を費

用として計上していた。 

したがって、本件各工事原価を損金算入することによる過少申告は、国税通則法６８条

１項に規定する「事実の仮装」に基づくものであることは明らかであるから、本件法人税

各更正処分及び本件地方法人税更正処分により新たに納付すべき法人税及び地方法人税の

額のうち、当該事実の仮装に基づく税額については、同項に基づき、以下のとおり、重加
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算税が賦課されることとなる。 

（ア）平成２７年３月期法人税の重加算税賦課決定処分の根拠（別表３の「平成２７年３月

期」⑧欄の金額） 

平成２７年３月期法人税の重加算税賦課決定処分に伴い賦課される重加算税の額は、

平成２７年３月期法人税更正処分により新たに納付すべき法人税額２３６１万６７００

円のうち、「事実の仮装」に係る税額７９６万円（ただし、国税通則法１１８条３項の

規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）を基礎として、国税通則法

６８条１項の規定に基づき、当該基礎となる税額に１００分の３５を乗じて計算した金

額２７８万６０００円である。 

（イ）平成２８年３月期法人税の重加算税賦課決定処分の根拠（別表３の「平成２８年３月

期」⑧欄の金額） 

平成２８年３月期法人税の重加算税賦課決定処分に伴い賦課される重加算税の額は、

平成２８年３月期法人税更正処分により新たに納付すべき法人税額７２６万円（ただし、

国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）

を基礎として、国税通則法６８条１項の規定に基づき、当該基礎となる税額に１００分

の３５を乗じて計算した金額２５４万１０００円である。  

（ウ）本件地方法人税の重加算税賦課決定処分の根拠（別表５の③欄の金額） 

本件地方法人税の重加算税賦課決定処分に伴い賦課される重加算税の額は、本件地方

法人税更正処分により新たに納付すべき地方法人税額３１万円（ただし、国税通則法１

１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。）を基礎として、

国税通則法６８条１項の規定に基づき、当該基礎となる税額に１００分の３５を乗じて

計算した金額１０万８５００円である。 

イ 本件法人税の過少申告加算税賦課決定処分の根拠（別表３の「平成２７年３月期」⑤欄

の金額） 

前記１（２）のとおり、本件法人税各更正処分は適法であるところ、原告が平成２７年

３月期法人税更正処分に伴い新たに納付すべき法人税の額については、その計算の基礎と

なった事実について、原告がこれを計算の基礎としなかったことに、国税通則法６５条４

項に規定する「正当な理由」があるとは認められない。 

したがって、平成２７年３月期法人税更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の額

は、平成２７年３月期法人税更正処分により新たに納付すべき法人税額２３６１万６７０

０円のうち、過少申告加算税対象税額１５６５万円（ただし、国税通則法１１８条３項の

規定により１万円未満の端数金額を切り捨てたもの。別表３「平成２７年３月期」①欄）

を基礎として、国税通則法６５条１項及び同条２項の規定に基づき、当該基礎となる税額

に１００分の１０を乗じて算出した金額１５６万５０００円（別表３同③欄）に、当該基

礎となる税額のうち５０万円を超える部分に相当する税額１５１５万円（同②欄）に１０

０分の５を乗じて算出した金額７５万７５００円（同④欄）を加算した金額２３２万２５

００円である。 

（２）本件法人税の各賦課決定処分及び本件地方法人税の重加算税賦課決定処分の適法性 

ア 本件法人税の重加算税各賦課決定処分及び本件地方法人税の重加算税賦課決定処分の適

法性 



36 

被告が本件訴訟において主張する本件法人税各更正処分及び本件地方法人税更正処分に

伴って課されるべき本件各事業年度及び本件課税事業年度の重加算税の額は、前記（１）

アのとおりであるところ、これらの金額は、いずれも本件法人税の重加算税各賦課決定処

分及び本件地方法人税の重加算税賦課決定処分における重加算税の額（乙５ないし乙７・

各１枚目「この通知により納付すべき又は減少（一印）する税額」欄の「重加算税」欄）

と同額であるから、本件法人税の重加算税各賦課決定処分及び本件地方法人税の重加算税

賦課決定処分は適法である。 

イ 本件法人税の過少申告加算税賦課決定処分の適法性 

被告が本件訴訟において主張する平成２７年３月期法人税更正処分に伴って課されるべ

き平成２７年３月期の法人税に係る過少申告加算税の額は、前記（１）イのとおりである

ところ、当該金額は、本件法人税の過少申告加算税賦課決定処分における過少申告加算税

の額（乙５・１枚目「この通知により納付すべき又は減少（一印）する税額」欄の「過少

申告加算税」欄）と同額であるから、本件法人税の過少申告加算税賦課決定処分は適法で

ある。 

以上 
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別表１―１ 

原告株式会社Ａに係る処分の経過（法人税） 

                                         （単位：円） 

            区分
項目 

確定申告 更正処分等 審査請求 裁決 

平
成
27
年
3
月
期

年月日 平成27年6月1日 平成29年6月20日 平成29年9月16日 平成30年9月10日

所得金額 0 95,909,882

全部の取消し 棄却 

納付すべき税額 △99,133 23,517,600

欠損金の当期控除額 64,712,540 0

翌期へ繰り越す欠損金額 158,209,251 0

過少申告加算税の額 2,322,500

重加算税の額 2,786,000

平
成
28
年
3
月
期

年月日 平成28年5月31日 平成29年6月20日 平成29年9月16日 平成30年9月10日

所得金額 209,439,883 239,847,497

全部の取消し 棄却 納付すべき税額 49,212,400 56,480,000

重加算税の額 2,541,000

（注）「納付すべき税額」欄の△印は、法人税額の還付金額を示す。 

                                        別表１―２ 

原告株式会社Ａに係る処分の経過（地方法人税） 

                                   （単位：円） 

        区分

項目 確定申告 更正処分等 審査請求 裁決 

平
成
28
年
3
月
課
税
事
業
年
度

年月日 平成28年5月31日 平成29年6月20日 平成29年9月16日 平成30年9月10日

基準法人税額 49,343,921 56,611,433

全部の取消し 棄却 

課税標準法人税額 49,343,000 56,611,000

納付すべき税額 2,171,000 2,490,800

重加算税の額 108,500
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別表２ 

被告主張額の内訳表（法人税）

（単位：円）

                                         事業年度
項目 

平成27年3月期 平成28年3月期 

本件各法人税申告書に 
記載された所得金額 

① 0 209,439,883

加
算
・
減
算
の
内
訳

完成工事原価の過大計上額 ② 31,428,571 39,351,852

消費税等の納付差額の計上漏れ額 ③ 29 48

繰越欠損金の損金算入額の過大額 ④ 64,712,540 0

減価償却超過額の認容額 ⑤ △35,048 △26,286

寄附金の損金不算入の減少額 ⑥ △196,210 0

事業税及び地方法人 

特別税の認容額 
⑦ 0 △8,918,000

差引増加所得金額 
（②～⑦の計） 

⑧ 95,909,882 30,407,614

所得金額又は欠損金額 
（①＋⑧） 

⑨ 95,909,882 239,847,497

法
人
税
額
の
計
算

所得金額に対する法人税額 ⑩ 23,616,795 56,611,433

控除所得税額等 ⑪ 99,133 131,426

納付すべき法人税額 
（⑩－⑪） 

⑫ 23,517,600 56,480,000

本件法人税の各更正処分直前における 
納付すべき法人税額又は還付金額 

⑬ △99,133 49,212,400

差引納付すべき法人税額 
（⑫－⑬） 

⑭ 23,616,700 7,267,600

翌期に繰り越す欠損金又は災害損失金 ⑮ 0 0

注１：上記の△は減算又はマイナスを示す。 

注２：⑬欄の△印は、法人税額の還付金額を示す。 

注３：⑫欄及び⑭欄の金額は、通則法１１９条１項の規定により、百円未満の端数を切り捨てた金額である。 

別表３ 

被告主張額の内訳表 
（本件法人税の過少申告加算税賦課決定処分に係る加算税賦課決定処分及び 

本件法人税の重加算税各賦課決定処分に係る加算税額） 

（単位：円）

                  事業年度
項目 

平成27年3月期 平成28年3月期 

過少申告加算税の基礎となる税額 ① 15,650,000 0

期限内申告の税額に相当する金額又は50万円の

いずれか多い金額を超える部分に相当する金額
② 15,150,000 0

通則法第65条第1項により 
計算した金額（①×10/100） 

③ 1,565,000 0

通則法第65条第2項により 
計算した金額（②×5/100） 

④ 757,500 0

過少申告加算税の額（③＋④） ⑤ 2,322,500 0

重加算税の基礎となる税額 ⑥ 7,960,000 7,260,000

通則法第68条第1項により 
計算した金額（⑥×35/100） 

⑦ 2,786,000 2,541,000

重加算税の額（⑦） ⑧ 2,786,000 2,541,000

注：①欄及び④欄の金額は、通則法１１８条３項の規定により、１万円未満の端数を切り捨てた金額である。 
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別表４ 

被告主張額の内訳表（本件地方法人税） 

                               （単位：円）

                               課税事業年度 

項目 
平成28年3月課税事業年度 

課税標準法人税額 ① 56,611,000

申告基準法人税額 ② 49,343,921

基準法人税額に加算すべき金額 ③ 7,267,512

地方法人税額 ④ 2,490,884

控除税額 ⑤ 0

差引地方法人税額 

（④－⑤） 
⑥ 2,490,800

本件地方法人税の更正処分直前における 
納付すべき地方法人税額 

⑦ 2,171,000

差引納付すべき地方法人税額 
（⑥－⑦） 

⑧ 319,800

注１：①の金額は、通則法第１１８条第１項の規定により千円未満の端数を切り捨てた金額である。 

注２：⑥及び⑧の金額は、通則法第１１９条第１項の規定により百円未満の端数を切り捨てた金額である。 

別表５ 

被告主張額の内訳表（本件地方法人税に係る重加算税） 

 （単位：円） 

                             課税事業年度

項目 
平成28年3月課税事業年度 

重加算税の基礎となる税額 ① 310,000

通則法第68条第１項により 

計算した金額（①×35/100） 
② 108,500

重加算税の額（②） ③ 108,500

注：①の金額は、通則法第１１８条第３項の規定により、別表５の⑦の金額の１万円未満の端数を切り捨てた金額である。


